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コンピュータとコミュニケ ーションの 融 合 《C&C》 の もと、最 新の アーキテクチャを駆 使 し、
数 々の 先 進 技 術 を採 用 して時 代 の 多様 なニーズ に応 えて います』

NEC日 本 電 気 が 世 界 に誇 る通 信 技 術 や

電 ∫・デ バ イス技 術 に 、最 新 の アー キ テ ク

チャ を駆 使 したttt:?}!最高 速 の スー パ ー コ

ンピュー タ 《SX-2》 。ここで 実 証 した 先 進

技 術 の もと、 多彩 な機 能 と柔 軟 性 の あ る

ソフトウェアを 備 えたNECコ ンピュー タは 、

それ ぞれ優 れ た1生能 が 高 く評 価 され 、さま

ざまな分 野 で今 日も重 要 な働 きをしています。

●世 界 最 高 速 の くスー パ ー コンピュータ>

SX-[E、SX-LSX-2

●世 界 最 大 を頂 点 とした 〈汎 用 コ ンピュータ>

ACOSシ ステム250、410、350、430 、450、550、

610、630、650、750、850、950、1000、1510、

1520、|530、1540(中 ・小 型 一 超 大 型)

●基 幹 業 務 ・パ ーソナ ル 業 務 を統 合

〈オ フィス プ ロセ ッサ>

NECシ ステ ム8VS、50〆18VS、lOO38VS、

10048>S、100∫58VS、150i68VS、

15078VS、150'88VS

●分 散 処 理 ・部 門 業 務 ・パ ー ソナル 業 務 を 統 合

〈オ フィス プ ロセ ッサ>

N6500

●先 進 の16ビ ット<パ ー ソナ ル コンピュー タ>

PC-IOO、PC-9801U2、PC-9801VF2 、

PC-9801VMO、PC-9801∨M2、

PC-9801VM4、PC-98XA、

N5200モ デル05mkII、N5200モ デ ル07

●洗 練 の8ピ ント〈パ ーソナ ル コン ピュー タ>

PC-6001mkllSR、PC-6601SR、

PC-8001mklISR、PC-820「 、

PC-8801mkllFR、PC-8801mkllMR、

PC-880imkllTR

●〈分 散 処 理 専 用 コンピュー タ〉の エ ース

N4700分 散 処 理 シ ステ ム

●32ビ ットの 〈スー パ ー ミニコン ピュータ>

NECMSI35、175、190

●低 価 格 の く高 性 能 ミニ コン>

NECMS8モ デル3

●OA複 合 機 能 の 〈オ フィス ター ミナ ル>

N6300モ テ"Jレ55

●OAの 先 端 で 活 躍 する〈ター ミナ ル 〉

インテ リジェン トター ミナル

デ ー タエ ン トリター ミナル

業 種 別 専 用 ター ミナル

業 務 別 専 用 ター ミナ ル

●世 界 初 、

〈音 声 日本 語 ワー ドプ ロセ ッサ 〉
"文 豪"VWP -|03Nモ デル2

●OAの 日用 品 、

〈日本 語 ワー ドプ ロセ ッサ 〉

文 豪minF3、min)5、mini7、5NII、5V、

15D、25D、N6308-iO

●新 入 力 方 式 の

〈パ ーソ ナル ワー ドプ ロセ ッサ>

PWP-100

●効 率 的 、経 済 的 、高 速 な

〈ローカ ル エ リア ネ ットワー ク>

C&C-NETLOOP6770/6525他

C&C-NETBRANCH4670'4680他

C&C-NETSTAR2400,i2800他

●OAシ ステム を 包 含 した

ネ ットワー クア ー キテ クチ ャ 〈DINA>

C&C光 ネットワー ク システム

C&Cネ ットワー ク構 成 機 器

C&Cネ ットワー クソフ トウェア

《VECコ ンピュータ
日本電気株式会社
お 問 合せ は:情 報 処 理 ・宣 伝

TEL(03)454-IHI(大 代 表)
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JE㏄ は国産コンヒPm－タを通じて

社会 に貢献しま尤

国産電 子計 算機 をレ ンタル す る

日本電子計算機株式会社
東 京 都 千 代 田 区 丸 の 内3-4-1新 国 際 ビル5F

(1"100ＴELO3(216)3681(代 表)



システム は未来 を拓 く

JSD

JSDは ソフ トウェア業界の技術力 を結集 し、共同 して幅広 いシステム開発

に取 り組んでいます。

● システ ム ・=1ン サ ル テ ー シ ョン

● ア プ リケ ー シ ョ ン ・システ ムの 開発

● ベ ー シ ック ・ソ フ トウ ェアの開 発

● ソフ トウ ェア ・パ ッケ ー ジの販 売

● 調査研 究

」5D編㌶鰻≧轍
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春 夏 秋 冬

高 ま る デ ー タ
(財)データベース振興センター

専務理事

渡 邊 龍 雄

高度情報化に向って情報の果たす役割は大きい。

国におけ る政策決定、企業における戦略的意志決

定に とって今や情報は不可欠といってよい。しか

し,一 方ではマスコミを中心 として日々発生する

情報の うち消化されるのは数パーセン トにも満 た

ないとの報告がある。それでも情報は,様 々なメ

ディアを通 じて今後ますます増加 しようとしてい

る。

このような膨大な量の情報か ら自分に必要な情

報のみを選択し利用するには……データベースの

活用な くして情報の有効利用はあ り得ない。

通常,デ ータベースの構築には,巨 額の初期投

資 と定期的なメンテナンスを必要 とする。したが

って,企 業 自らがデータベー スを構築 ・運営する

だけの リスクを負うことには困難を伴 う場合が多

い。欧米では,当 初の政府による積極的な振興策

が効 を奏し,そ の後の民間活力 とも相 まって,デ

ータベースが産業としての基盤を確立した。たと

えば,ア メリカでは,商 務省内のNTIS設 立によ

る科学技術情報の整備 とデータベース化,NASA,

NLM(国 立医学図書館),化 学協会によるCASな

ど世界に冠たるデータベースが構築 ・整備 され,

民間のベ ンダーを中心にサー ビスが行われている。

また,ヨ ー一口ッパでは,か つてのECプ ロジェク

トとしてのEURONETに よる各国デー タベース

の流通促進,フ ランスのMIDIST,西 ドイツのGID,

イギリスの大英図書館等を通 じた振興策 とその後

の民間デー タベースの発展等である。

一方わが国のデー タベースは,一 説にはアメリ

カに遅れること約10年 とされる。データベースの

市場規模をみた場合,昭 和59年 度の売上は1千 億

円に満たず,ア メリカの5分 の1に 過 ぎない。ま

た,わ が国のデータベース関連企業は約100社 程

度で,そ の多くは企業成果をバイブロダクトとし

てデータベース化したものであり,し たがって,

欧米のような専門の大企業は皆無に等 しい。また,

サービス業態 としてもプロデューサ,デ ィス トリ

ビュータ,代 行検索業者といった分化はあまり見

られず,む しろ兼業形態が多い。現在わが国で利

用できるデータベース数は,昭 和57年 度の2倍 以

上,1,242に 達してはいる。 しか し,こ のうち国産

データベースは2割 程度であり,そ の他は海外か

らの輸入に依存 している。つまり,わ が国におい

ては国際的に経済大国とされなが らも情報につい

ては極めて小国に過 ぎず,極 めて海外依存度が高

いのが実情である。

アメリカでは,"国 民の税金で得た成果は国民に

還元する"と の基本姿勢により政府保有データは

公開を原則としている。データベースの構築 ・流

通については,一 貫 して民間活力による国の繁栄

2



ベースの重要性

を尊ぶ主義がこの分野に も生かされ,民 間の 自由

競争が重視 されている。 しかし,最 近になって国

会筋か ら対外的に政府保有デー タの流出につ き,

再検討 を要す とのコメントが寄せ られている。つ

まり,情 報は経済財であるとの認識の高 まりか ら

最近の経済摩擦の問題 も含め,情 報そのものを国

家戦力の一環 として見直そうとするわけである。

こうした状況を考えた場合,わ が国においても

デー タベースの重要性 を認識 し,対 策を講 じる必

要がある。また,今 後は,情 報交換の対等性 ・相

互性からも国際的に評価 され得るようなデータベ

ースの構築 ・流通に努めるべきであろう。

一般的にデータベースのソー スとなるデー タに

は,政 府省庁および公共機関が保有する公共財 と

民間が自社の研究開発等の成果として得た民間財

がある。このうち公共財については,ナ ショナル・

セキュリティおよびプライバシィ等に依るもの以

外は,ア メリカにも見られるように公開を原則と

し,市 場への展開については民間の公正競争にま

かせ るべ きであろう。っ まり,政 府省庁ならびに

公共機関の役割は原則的に一次デー タの提供まで

とし,こ れに対する内容面あるいは利便性等の価

値の付加については民間の自由な創意工夫 を生か

すべ きだとするわけである。

一方,デ ー タベースの流通 ・利用については環

境面の整備 も重要である。たとえば,技 術開発の

推進,権 利の保護,ク リアリング機能の充実,イ

ンターオペラビ リティの確保,人 材の育成等であ

る。

最近,産 業構造審議会の情報産業部会,情 報提

供サービス振興小委員会では、"データベー スサー

ビスに関する中間報告の概要"を,ま た数 日後に

は情報産業振興議員連盟か ら"高 度情報化社会実

現のための中間報告"と して"わ が国データベー

ス発展のために"が,そ れぞれ発表 された。一方,

昨年4月 には当センターが設立 し,わ が国におい

てもデー タベースの重要性が改めて認識されつつ

ある。

また,業 界において もデー タベース懇談会を通

じての活動,新 規企業の市場参入等により,わ が

国デー タベースも,徐 々に産業としての基盤が確

立されようとしている。 したがって,わ が国デー.

タベースを発展 させ,国 際的に も評価されるには,

解決すべ き問題は山積 しているものの見通 しは決

して暗いものではない。'

情報が官民を問わず不可欠であり,あ る意味で

は戦略的意味を持つことを考えれば,わ が国デー

タベースが,今 後産学官の協力の もとに健全な発

展を遂げていくことが望まれる。

3
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85情 報 化 月間ハ イ ライ ト

情 報 化 月 間 記 念 式 典(10月1日.東 京ホ テル ・ニ ュー オー タニ)

報化月醐 念式典

▲挨拶をする北野情報化月間推進会議議長

、 瀞

'グ

ダ
f

>、一
7艇

4撚 聖 餐/
▲緊張の中にも喜びの笑顔が隠せません

▲高校 生 プ ログ ラ ミング ・コ1ナ ス トの表 彰

▼中学 生 プ ログラマ ー に も表彰 の 栄誉

1,㌃ ブ

・1 .i'∵"g、

ぷさ 、

W「・

4

▼村田通産大臣の祝辞

'85情 報 化 月 間 は
,10月1日,東 京 千 代 田区 の ホ

テ ル ニ ュ ーオ ー タ ニ に て,情 報 化 月 間 記 念 式 典 が

行 わ れ た の を皮 切 りに,31日 まで 全 国 各 地 で お よ

そ250行 事 が 開催 され ま した 。

情 報 化 の 地 域 的 展 開 を反 映 し,46都 道 府 県 に お

い て 展 示 会 をは じめ,講 演 会 ・セ ミナ ー な どが 多

彩 に繰 り広 げ られ ま した 。

'85情 報 化 月間 ハ イ ラ イ トを … …
。

▼各表 彰風 景 か らワ ンシー ン… …

跳 一ー 二 轡^

＼

ゼ ・、
.〉,

愚
<

〆ノ

㌦

漁

瓶ず撰
▼ ソフ トウエ ア シ ョウ'85。 教 育 内容が 根本 か ら変 わ る



一 '85各 行事からフォーカス

鷲
欝
≡

一
曲

、

ぎ

塔

シ

鰹
含】 一,ぶ

響 ≡ 鰻十 ザ ,

山 口'85生活 と情報 化展

風 土 を生 か しなが ら新 世紀

ば、、 『 簸 芸

ご 了ご 雑一竣 蜘

▲年 々 と増 え続 け る講 演会 と参 加 者

▼長 崎'85生 活 と情 報化 展(10月18～21日)
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●

昭和60年 度情報化月間表彰者等
情 報 化 促 進 貢 献 個 人

(敬称略 ・五十音順)一
あ べ

阿 部 砺熔

銑 縁 誠 白

白ト の う 　ヤん じ

狩 野 健 司

きた こう じ

北小路

た
田㏄蔵

の轟

あユら

昭

こん の ゆ り

今 野 由 梨

論 縁 重 美

砧
本

"
関

にし お

西 尾

繊 肉

惹 滋

雨出

軍

紡郎紡随
い井御

平

やま ね

山 根 輪 生

国立大阪病院

院長

上 智 大 学
理工学部 教授

㈱ アイネス

取締役社長

㈱ 東京 システム

技研

取締役会長

㈱飯 田町紙流通

センター

専務取締役

生活科学研究所
所長

東京大学工学部
助教授

日本電気㈱
代表取締役社長

日本ナレ ッジ

インダス トリ㈱

代表取締役社長

近鉄航空貨物㈱
専務取締役

(社)行政情報

システム研究所

理事

新日本製鉄㈱
専務取締役

情報科学の理論 と技術を医学に導 入し、診療 ・治療 の科学水準を高め医療

情報 システムをは じめ情報処理技術の医学 ・医療への対応に関す る研究の

指導等に貢献した

利用者ニー ズに合 った各種都市交通情報 を提供す る都市交通情報 システム
の研究 ・開発を行 うとともに、各種委員会等の委員長を努め、情報化の指

導 ・普及 ・啓蒙を行 う等運輸の情報化の推進に 多大の貢献 をした。

昭和51年 より社団法 人情報セ ンター協会の理事及び副会長 として情報サー

ビス産業の発展に指導的役割 を果たし、昭和59年 には情報サー ビス産業協

会の設立に 当た り業 界の取 りまとめ に尽力 し、我が国情報化の促進に 多大

の貢献をした。

昭和54年 よ り社団法 人ソフ トウェア産業振興協会の理事 及び副会長 として

業界の発展に寄与す るとともに、情報処理産業 界の国際交 流の促 進に多大

の貢献をした。

国鉄におけ る事務管理業務 のシステム化に尽力 し、特に会計制度 システム

の基盤 を確立 し国鉄内にシステム技術者養成機関 を設ける等情報システム

の普 及 ・啓発に努め、情報化の促進 に多大の貢献 をした。

昭和54年 目本初の女性だけの シンクタンク 「生活科学研究所」 を設立 し、

シンポジウム ・講演会 ・各種委員会活動 を通 じ広 く国民に対 し、ニュー メ

デ ィアの関心を高め る等情報化の促進に 多大な貢献 をした。

デジ タル通信、コンピュー タネッ トワー クの研究 に多大な実績 を残す とと

もに、学 界においてはデー タ通信工学分野の第一 人者 として理論構築 ・普

及 ・発展に 多大な貢献 をした。

日本電気株式会社の責任者 として コンピュー タ事業の拡大に努め るととも

に、工場の地方進 出を計 り地方における情報化の発展に寄与 し日本電子振

興協 会をは じめ各種 団体の役員等 を努め コンピュー タ業界の発展に貢献 し

た。

我が国第一線のシステム ・エンジニア、システム ・コンサルタン トとして

活躍する とともに、情報通信関係の技術者教育に も多くの実績 を有 し、社

団法 人日本情報通信振興協会の副会長等 を努め我が国情報通信 発展の基盤

作 りに多大な貢献 をした。

財団法人日本情報処理開発協会の汎 ネッ トワー ク推進専門委員会委員長 と

して公衆電 気通信回線 自由化に寄与 し、異業種 ・異企業のコンピュー タネ

ッ トワー クの構築 を推進す る等我が国情報化に 多大の貢献 をした。

行政管理局在職 中は行政機関における情報システムの発展に努め 、その後

社団法人行政情報システム研究所理事及び各種委員会の委員 として行政情

報処理の発展に大 きく貢献した。

サリ

新 日鉄株式会社において、情報化の波に対応す るため 各種オフ ィス業務改

善活動 を推進 し、鉄綱業界に新 しいOA技 術を導入等業 界情報化に大 きく

貢献 した。
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情 報 化 促 進 貢 献 企 業 等一=
㈱ ア サ ヒ ビール 代表取締役社長

村 井 勉

企 業 間 ネ ッ トワー ク等に よ り食 品業 界全 体のEDP化 の 水 準 を高 め る と

と もに 、新 技術 の 研 究 ・開 発 を積 極 的 に 行 い 食 品業 界 の デー タ交換 の 標

準 化 ・統 一 化 に大 き く貢 献 した 。

エム ・ア ー ル ・デ イー

㈱

代表取締役社長
三 澤 千代治

民 間 で初 の プ ラ イベ ー トキ ャプ テ ン シ ス テム を導 入す る と と もに 、NT

Tの キ ャ プテ ンシ ステ ム サー ビ ス も併 用す る こ とに よ り不動 産 物 件 の売

買 ・登録 ・検 索 等 のサ ー ビス を行 い 、総 合 情 報 セ ン ター と して国 民 生 活

向 上 に役 立 つ と と もに 、ニ ュー メデ ィア の普 及 へ 多大 の 貢 献 を した 。

大阪ガス㈱

㈱開発計算セ ンター

代表取締役社長
大 西 正 文

代表取締役社長
木 村 友 三

公益企業 として顧客の 申し出に対 して、一括 して処理 できる社会性の高

いシステムの構築によるサービスレベル向上は ガス業界だけではな く公

益企業全体の情報化に大 きく貢献 した。

エ ネル ギー開発の調査 ・設計 ・解析等に20数 年の情報処理経験 を有 し、

情報サー ビス業 界における草分け的存在であ り、我が国エ ネルギー開 発

の技術計算 、ソフ トウェア開発に先導的役割 を果たす とともに、情報処理

産業の発展に 多大の貢献をした。

(財)長野県中小企 業振興

公社長野県中小企 業情報

セ ンター

理事長
吉 村 午 良

センター独 自にデー タベースを作成す るとともに、中小企業事業団のデ
ー タベー スの他、科学技術 ・特許情報 に関す るデー タベースを活用 し県

内中小企業者に効果的な情報提供サービスを行 う等中小企業の情報化促進

に 多大 の貢献 をした。

西濃運輸㈱ 取締役社長

田 口 利 夫

昭和44年 か ら業務の コンピュータ化 を図 り、 トラック業界のパイオニア

として尽力し荷主サ ービスの向上 を図 るため大規模オンラインシステム

を構築 して利用者サー ビスの飛躍的向上 に寄与 し、トラック業界の情報化

に貢献 した。

日本住宅パ ネル工業

協 同組合

日本信販㈱

理事長 建築内装業界において、積極的 ・先導的にCAD化 の システム開発に着

米 倉 豊 夫 手 し、当業界の中小企業の情報化促進 に多大の貢献 をした。

代表取締役社長

山 田 洋 二

クレジッ トが国民生活で大 きな比重 を占めつつある中で、消費者保護 ・

消費者サービス向上 、取引業界との事務合理化のため大規模 なクレジッ ト・

オンライン ・システムを実現 したことは国民生活向上に大 きく貢献 した。

(財)日 本データ通信協

会

理事長
浅 尾

デー タ通信に関する相談の指導、セ ミナー、講演会の実施、図書の発行 、

宏 調査 ・研究 ・開発等の活動 を通 じ、我が国デー タ通信の健全な普及 ・発

展に 多大な貢献 をした。

野村証券㈱

㈱ ホテ ル

ニ ュ ー オー タ ニ

代表取締役社長
田 淵 節 也

代表取締役社長

大 谷 米 一

昭和55年 、第2次 オンラインを全面稼動させ て以来OA化 に取 り組んで

お り、総合型OAを 完成 させ た。特に生産性向上、全員参加で 自らの手

で仕事 を作 り変 えるとの目標 をもってOA機 器 を活用 してお り.日 本の

産業 界にOA化 の先進的事例 として広 く社会に示唆 を与 えるものである。

昭和49年 業界では先駆的に業務の コンピュー タ化 を図るこ とに より正確

かつ迅速なサービス提供 を行 い、双方向CATVシ ステムの構築 ・高度情

報通信システムの開発等ホテル業界の情報化に大 きく貢献 した。

㈱BSN

電子計算セ ンター

代表取締役社長

戸 田 一 男

新潟県における情報処理サービス業の リーデ ィングカンパニー として、

地域の情報通信の育成に寄与する とともに、い ち早 くVAN思 考を取 り

入れ異業種 間、中小企業の連携を促進 し変化す る時代への対応に先導的

役割 を果た し、情報化の促進に多大な貢献 をした。
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1

優 秀 情 報 処 理 シ ス テ ム

シ ス テ ム の 名 称 表彰対象著名 表 彰 理 由

割賦 団体オ ンライ ン
システム

管工事業積算 ・原価
システム

財務会計 システム
(FAST)

自動照会通知 システム
(ANSER)

自動 製 図 シ ステ ム用
プ ログ ラム
(CONDESIGN)

住 民 情報
オ ンライ ンシステ ム
(CITY)

新生産情報管理
システム

東京都庁情報公開
システム

天気 システム

汎用 フ ァイル編 集
プ ログ ラム
(ADAPT)

不動産情報
オンライ ンシステム

旅客販売総合システム

CADETT

JIPHOUSE
SYSTEM

KAPITAL

㈱ コ ン ピュー タ

ビ ジ ネス

㈱内田洋行

ジ ャパ ン シ ステ

ム㈱

ANSER開 発 グ

ル ー プ(NTT、

㈱ 東 海銀 行 、㈱

横 浜 銀行)

日 立 ソフ トウェ

ア エ ン ジニ ア リ

ン グ㈱

習志野市

久保田鉄工㈱

東京都情報連絡
室

天

発
チ

開

ト

㈱

ム
ク

送

テ

エ

放

ス

ジ

ーイデイ

一

日

シ

ロ
ム

テ

シ

覇

気

プ

一
㈱

・

(社)神 奈川県宅
地建物取引業協

会

日本国有鉄道

トヨタ自動車

日本電子計算㈱

金沢工業大学

経営 基盤 の脆 弱 な団 体 の オ ン ライ ン処 理 の た め開 発 され た シ
ステ ム であ り、個 々 の 団体 では 導 入不 可 能 な 高度 の シス テ ム

を開 発 ・運 用す る こ とに よ り日專 連 ・日商 連 等 の情 報 化促 進 、

経営 体 質 の 強化 に 寄 与 した。

不 況化 にあ る建 設 、 下 請企 業 に お い て見 積 ・積 算 業 務 の ス ピ
ー ドア ップ 及 び精 度 の 向上 を もた ら し、 原価 管 理 に も 多大 の
効果 を 発揮 した 当 シス テム は 、 中小 ・零 細 企 業の 経 営合 理 化

に大 いに 寄与 した 。

近年 とみ に 高 ま って きた地 方 自治体 に お け る財 務 会 計 シ ス テ

ム の プ ロ グラ ムパ ッケー ジ化 に成 功 し、予 算 編 成 や 決算 統 計

等へ の 拡 張性 を備 え て お り、 複雑 な財 務 会計 シ ステ ム を短 期

間 で 、価 に導 入で き事 務 処 理 の正 確 化 、 迅速 化 、及 び問 い合
わせ に 対す る即 時 応 答 のサ ー ビス面 の 強化 等 に よ り、地 方 自

治体 の 情報 化 に貢 献 した。

手軽 に 利 用 で き る端 末等 と金 融機 関 の コン ピ ュー タシ ステ ム

を結 ぶ ネ ッ トワー クサ ー ビ ス を実 現 し、 国民 生 活 の 利便 性 向

上 及 び 金融 機 関 の 省 力化 に 貢 献す る と と もに 、マ ル チ メデ ィ
ア交 換 技 術 の開 発 等高 度 情 報 社会 の 進 展 に 多大 な 貢 献 を した 。

生産 活 動 の 設計 工程 に おけ るEDP化 を安 価 なハ ー ドウ ェア
上 で実 現 し、 中堅 ・中小 零 細 企業 にCADシ ステ ム導 入の 機

会 を与 え企 業 の 合理 化 ・高 度 化推 進 に 大 い に貢 献 を した 。

習志野市役所に端 末を設置 し、通信回線で計算センターの大
型 コンピュー タと接続す ることに よる窓口事務の効率化、住

民サー ビスの向上、情報の検索 ・統計資料の作成等は地方 自
治体における情報化に大いに貢献 した。

当システムは製造業初のVANを 利用 した生産情報管理 シス
テムであ り、異機種 コンピュー タの接続 を容易に し、部品発
注か ら生産 までの物流コス トを低減する等生産性 向上に大 き
く貢献 した。

光デ ィスクファイル装置 を中心 としたシステム導 入により、
膨大 な文書処理機能 を有 したシステムの構築は情報公開制度
等 に与える影響が大 きく、今 後の地方自治体の情報化に大い
に寄与 した。

大量の気象デー タを全 自動 で処理 し、いつで も放送す ること
がで きる画期的なシステムであ り世 界にも例がな く視聴者ニ
ー ズの高い天気情報への利用は、テ レビ各局のシステム化に
多大な貢献 をした。

長年にわたる自社用プロ グラムの運用実績 と各種 プログラム
の ノウハウをペー スに大幅 な機能拡 張 と汎用化を行 ったシス
テムであ り、 これか らのプログラム開発の保守 ・運用の生産
性向上 に大いに貢献 した。

中小不動産業者が協業化体制 を確立するため情報 ネッ トワー
クを構築 した ことに より、不動産物件の情報登録 ・成約件数
の向上 が図 られ、不動産業 界の近代化合理化に大 き く貢献 し
た。

多様化す る旅行需要に対応す るため、目的刑に分割 していた
旧 システムの統合 を図 り、旅行関連の商品 を総合的に販売す
る新 システムの構築は利用者サー ビスの向上や業務運営 の効

率化 ・合理化に寄与 した。

昭和54年 に実用化 された当システムは我が国最大のCAD/C
AMシ ステムであ り、生産性 ・デー タ精度の向上等によ り設
計革命を引 き起こ し製造業全体にCAD/CAM導 入の機運 を
高め 日本経済の飛躍に貢献 した社会的効果は大きい。

住宅建築 ・販売にお いて平面 プランをタブ レットで入力す る
だけで、平 ・立面図か ら積算見積 りまでを連動処理 す る もの
で、製図 ・積算見積の短縮 、販売店の省力化、設計の標準化
・均一 化学住宅建築業界の近代化に寄与 し、設計技術者の 省
力化に大いに貢献 した。'

当システムは複合メデ ィアを有機的に組み合わせ 、学習者 ・
教師 ・システム管理者に とって有益かつ効果的な個別学習 を
提供 し、CAIシ ステムの普 及に大 きく貢献 した。
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全 国 高 校 生 プ ログ ラ ミン グ ・コ ンテ ス ト入 選 作 品

賞 及 ひ 作 品 名

."W 成 者

学 校 ・学 科 ・学 年 氏 名
fi品 の 概 要

最 優 秀 賞

オー トモ ー ビルサ ー ビ ス

(顧 客 ・車輌 ・整備 管 理 プ ロ

グラ ム)

埼玉県立熊谷工 業高等学校

情報技術科
情報技術科
情報技術科
情報技術科

3年 星 野 明 良

3年 池 田 忠

3年 岩 佐 浩 二

3年 掘 和 正

自動 車 整備 に お け る顧 客 、 車輌 、整 備管 理 、

売 上 、請 求 、納 品 等の 管 理 プ ロ グラム で あ る。

優 秀 賞

「おいでませ山 口へ」

山口県の観光案内

山口県立宇部商業高等学校
斗

ル

斗

斗

斗

壬
T

正
正

差
丁

畏
丁

壬
T

葉
叢
業
務
務

商
商
商
事
事

二

子

り

子

子

ど

夏

縫

合旦
み

智

知

本

鋼

橋

安

木々

厳

責

高

兼

佐

年

年

年

年

年

3

3

3

3

3

山 口県 内の 交通 機 関の 案 内 図 、道 順 を画 面に

表 示 す る。 また 山 口 県42市 町 村 の歴 史、名産 、

伝 説 を画 面に 表 示 し、観 光 案 内 等 を行 うプ ロ

グラム で あ る。

優 秀 賞

金魚の体形、鱗性 、眼等の

遺伝に関するプログラム

千葉 県立一宮商業高等学校

情報処理科2年 田 中 義 一 生物の授業で学習 した遺伝子について興味 を

もち、金魚の遺伝について金魚の体形、鱗性、

眼等についての交配プ ログラム 及び、金魚の

生産地 、歴 史等が画像で表示 され るプログラ

ムである。

優秀賞

交通 ルー ル マ スター

岐阜県立大垣商業高等学校
情報処理科
情報処理科
情報処理科
情報処理科
情報処理科
情報処理科
情報処理科

子

也

郎

美

縁

り

り

ゆ

よ

典

一

一
裕

さ

さ

口

見

本

瀬

澤

谷

鷲

山

高

古

森

森

年

年

年

年

年

年

年

2

り
臼
9
"
2

2

ワ
一
9
・

多発する高校生の交通 事故の問題に着 目し、
コンピュータに よる交通 ルール教室 を開設。

交通事故への関心 を深め させ 、交通 ルールを

良 く守 った生徒には賞状が出力 されるプロ グ

ラムであ る。

優秀賞

3Dコ ン ピュー タ

グラ フ ィ ッ クス

日本付 近 の 震源 分布

北海道白糖高等学校

普 通 科3年 鎌 田 正 秀

普 通 科2年 新 妻 尚 史

日本付近で発生す る地震の分布 を、3次 元で

表示す るプロ グラムである。震源の深 さを色

分けして表示 した り、鉛直分布 を見る方向が

分か るプ ログラムであ る。

努 力 賞

トリプルデ ィスク

プロ グラム

埼玉県立熊谷工業高等学校
情報技術研究部 佐々木 透 一

佐 藤 俊 昭

佐 藤 直 樹

柴 崎 昌 孝

舛 田 大 樹

宮 崎 直 紀

パ ー ソナ ル コン ピ ュー タの 異機 種 間 に おけ る

デ ー タの や り と りを可 能 にす る プ ロ グラム で

あ る。

努力賞

LISPに よる

図書管理 システム

PL学 園高等学校

定時制普通科
定時制普通科

4年 坂 口 令 子

1年 八 木 弘 子

図書 とその貸出状況 といった漢字を含む情報

の蓄積や検索等を行 うプロ グラムである。対

話によって図書基本 ・情報貸出管理情報の追

加更新 ・検索及び未返却者 リス トの出力機能

を持 ったシステムであ る。
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特 集 ・情 報化 月間

〈機 械 翻 訳 シ ンポ ジ ウム〉一85・10・14-

InternationalSymposiumonMachineTranslation

機械翻訳技術の

現状と展望

京都大学工学部教授

長 尾 真

1.機械翻訳システムの考 え方

機械翻訳システムは複雑なシステムであ ります

か ら,簡 単に全体 をとらえることは難しいのです

が、い くつかの観点から概要を述べてみましょう。

翻訳の対象となる言語対を原言語 と目的言語 と

呼びます。通常のシステムは1つ の原言語を1つ

の 目的言語に翻訳を行いますが,EC(欧 州経済共

同体)が 目指 しているのは 多言語間翻訳システム

で,こ れは複数の原言語か ら複数の目的言語に翻

訳す るものであります。

機械翻訳は3つ の段階で進められ ます。まず1

つの文章が入力されると文の解析を行い,次 に文

の内容 を表現す る内部構造 を作 ります。そしてこ

れか ら目的言語の文が生成 されるのです。内部構

造 として,ど の言語にも共通な内部構文 を仮定し

た理想的な場合 を中間言語方式(pivot方式)と呼び

ますが,こ のような理想的な中間言語表現 を作る

ことは困難ですので,原 言語の内部構造か ら目的

言語の内部構造に変換す るというプロセスを経て

生成を行 うトランスファー方式(transfer方 式)を

とっています。

品質の高い翻訳を行 うためには形態 と構文の両

面からの解析 をし,意 味および文脈の解析 を経て

10
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文章を理解 しなければなりませんが、意味解析か

ら後の部分は現在よく解明されていません。構文

解析がすんでから意味解析を行 うシステム とこの

2つ をほぼ同時に行 うシステム とがあ りますが,

最近のシステムでは多く後者の方法をとっていま

す。

言語の構造 を完全に解明することはまず不可能

であ ります し,機 械翻訳技術の発展途上である現

状からすると実用的な機械翻訳システムの開発に

は次のような考え方 をとるのが よいと思われます。

⑤機械翻訳システムを,例 えば科学技術論文など

翻訳文章が不完全な ものであっても情報が伝え

られ,そ の分野の専門家が読んで理解できれば

よいといった用途に用いる。

⑤機械翻訳の場合,翻 訳された文書の品質が悪い

ため,翻 訳家が積極的に後修正をす る必要があ

り,機 械翻訳システムは文章入力か ら機械翻訳,

後修正,出 カプ リントに至るまでの全体 として

最 も効率のよいシステムを作 ることが必要であ

る。

⑥文章の後修正だけでなく,時 によっては入力文

の文体 を修正する前修正 を行 うことも考えられ

る。制限言語の考え方はこれである。一
2.文 法のモデル と解析のモデルー

〈文脈 自由型句構造文法〉

コンピュータで文 を解析するという場合,文 法

はなんといってもチ ョムスキー(chomsky)の 句構

造文法が基礎 となっています。それによると文法

は書き換え規則の集合 として定義 され,そ れを繰

返し適用す ることによって文が作 られると考 えら

れています。

〈属性文法〉

自然言語はプログラム言語とは違って,い くつ も

の構文解釈ができますから,文 法 を精密化するとと

もに意味要素などを導入して解釈の多重性をできる

だけおさえる努力がなされています。その最 も基

本的なものが属性文法といわれる考え方です。こ

れは一般に文脈自由型文法の書き換え規則の各記

号がパラメー タを持つ もので次のように書かれ ま

す。

A〔a〕一一→B〔b〕……C〔c〕

パラメー タとしては複数個の情報,ト リー状の構

造などどのようなものを導入して もよいのですが,

多くは品詞の細分類,世 数格,あ るいは意味素姓

を導入します。そして世数格や意味上の整合性は

隣合う単語および句の間でチェックされています。

語彙機能文法(Lexica}FunctionalGrammar)

は最近注目されている文法記述の枠組の1つ であ

ります。これは文脈 自由型文法 を基礎 としていま

すが,書 き換え規則に付属する条件チェックをと

り出し,明 らかに独立した方程式の形で書 き表し

ます。

DCG(DefiniteClauseGrammar)と 呼ばれる文

法記述形式は,Prologの 上で実現 されて以来,広

く知 られるようになりました。これも文脈 自由 型

文法に基礎 をおいた属性文法の1つ なのです。

〈一般化句構文文法〉

自然言語は文脈自由型文法で説明することはで

きないし,少 な くとも文脈依存型の文法でなけれ

ばならないとチョムスキーは主張 しました。これ

に対して最近のガズダール(Gazdar)は 文脈依存

型文法でも十分に言語の構造を説明できるわけで

はないのだか ら,文 脈 自由型の文法でよいものを

11
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作ったほうか良いのたと言っています。彼は文法

規則のための文法,す なわち文法規則相 互間に成

ウニする規則性 を一般化し、その部分をメタルール

と称しました。そしてメタルールの働 きによって

作 り出される文脈自由型書き換え規則群によって

文の構造が扱えるというモデルを提案 しています。

〈木構造変換方法〉

実際の大規模な機械翻訳システムでは,強 力な

枠組 として,木 構造 を別の木構造に変換するシス

テムが用いられています。京都大学か開発したシ

ステムであるGRADE(GRAmmarDEscriber)は

日本語などを自由に扱 うため,任 意の順序に並べ

られた語や,任 意個の要素の並びなどを表現する

ことができます。また,木 のノー ドには付属情報

を追加できます し,種 々の ノー ドの付属情報間の

条件チェックを容易に記述することができます。

さらにユーザが作る関数 を呼ぶこともできるよう

になっています。機械翻訳の場合は自然言語のも

つ複雑な文法現象を,人 間が理解できる形で表現

できる記述言語が必要で,そ れには木構造の変換

という強力な機能が必要 となるのです。一
3.機械翻訳過程の制御方式一
〈多重解析〉

ある形式で記述された文法の書き換え規則を入

力文に適用 して構文解析 したり,文 を生成 した り

する過程をどのようにするか という問題は制御方

式と呼ばれています。

書き換え規則を用いて文の解析 を行うとき,解

析結果が1つ 出て くればよい とするか,あ らゆる

可能な解 をすべて出すかということが問題となり

12

ます。 多重解析の結果を出す場合 も1つ の解を出

してか ら次の解を得るように順序的に進むのか,

あるいはすべての解を同時的に得 るようにするの

かとい う区別があ りますか,機 械翻訳の場合は,

最 も確からしい解 を最初に出し,こ れが不満足の

ときに次の解を出すというように有力な解から順

に要求 されるだけ可能 な解を出す解析方式をとる

ことが望 まれます。

〈部分文法ネッ トワーク〉

言語解析のための文法規則の数は,通 常教官か

ら手近 くになりますか らこれらの規則をすべて1

つの集合 とみなして,全 ての規則が全ての解析の

中間段階で適用可能かどうか を調べ るというのは

実用上ばかげたことであります。そこで類似の言語

構造の解析のための規則を集め,こ れを1つ の部

分文法 として解析のある時点ではある部分文法を

用いてある言語現象だけを処理するようにします。

そ して入力文が与えられた時点から解析が終了し

て文の構造ができあがるまでを順序だてて解析す

るために,す べ ての部分文法に順序をつけて結合

するのです。この結合は方向性をもっていますが,

ループを画いた り枝分れ をすることもあ り得ます

か らネッ トワー クの形をとることになります。こ

れを部分文法ネットワー クと呼んでいます。それ

ぞれの部分文法が コルーチン的に動 くようソフ ト

ウェア設計をするのが望 ましいのですが,ま だ実

現 した例はありません。

4.解 析の問題点 一
〈構文解析〉

最近,格 文法の考え方に基づ く解析文法が一般
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的に用いられるようになってきました。特に日本

語の場合には語順が比較的自由ですか ら意味にた

よった解析を行わねばならず,ほ とんどの場合格

文法による解析が行われています。格文法を用い

る場合問題 となる3つ の点をあげましょう。

① どのような格 を設定す るか。できれば翻訳を行

う言語相互間で同 じ格のシステムがとれればよ

いがそれはかなり難iしい。

②動詞が支配する格構造 を各動詞に対 して決め,

格構造の各格スロットにどのような語が入りう

るかを表現するパラメータとして何 をとるか を

決めること。

③パラメー タとして通常意味素姓 をとることが 多

いがどれだけの意味素姓 をとれば十分であるか

をきめること。

〈並列句の解析〉

並列句は文中によく現れます。並列する名詞句

で現われる場合と文の並列(こ れは重文および埋

込みにおけ る並列 も含みます

が)で 現われる場合が最 も多

いようです。並列句の解析 を

行 うと非常に多くの多重解析

結果が出てきます。正 しい構

造を決定することがたいへん

難 しいのです。複合語の構造

をきめ ることも困難ですが,

その中に並列的構造が存在す

るときの解析は特に難 しくな

ります。それは,日 本語では

単に語の隣接接続であるもの

が他言語では前置詞その他を

持った複雑な構造 をとるとい

うことがあるからです。

〈照応関係〉

照応関係の決定 も意味にかかわる問題です。"こ

の"や"そ の"や"彼"な どの語が具体的に何を

指しているかを解析の時点で明らかに しておかな

ければ,ド イツ語やフランス語のように性 をもつ

言語に翻訳することができなくな ります。

〈省略語句の推定〉

日本語や ロシア語などでは主語やその他の語句

をよく省略 しますが、何が省略されているのか を

推定できないと完全な翻訳はできないといっこと

にな ります。これ も文脈の問題ですが,日 本語の

場合には敬語や謙譲語などによって推定されます。

しか しこういった関係を翻訳システムに導入した

例はまだあ りません。省略句の問題を処理できる

翻訳方式を考えることが重要 とな ります。

〈テンス ・アスペク ト・モダリティ〉

文の骨格は以上のようにしてほぼ決定すること

ができますが,文 には他に種々の情報がひそんで

13
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い ます 。 そ の 中 で も最 も典 型的 な もの は テ ン ス ・

ア スペ ク トお よ び モ ダ リテ ィ と呼 ば れ て い る要 素

で す 。 日本 語 の 付 属 語 が 表 現 す る テ ン ス とア スペ

ク トの 解 析 は 複 雑 な 問 題 を含 ん で お り,種 々 の 研

究 が な さ れ て い ます が,最 近 で は コ ン ピ ュ ー タ で

扱 え る形 で 整 理 す る努 力 が な さ れ て い ます 。 ま た,

これ に"か も しれ な い","ね ば な らな い"な ど様

相 を表 現 す る付 属 語 を 組 み 合 わせ た 場 合 の 整理,

そ して 他 言 語 で の テ ン ス ・ア スペ ク ト ・モ ダ リテ

ィ との 比 較 対 照 研 究 もか な り進 め られ て い ます 。

5.中 間 表 現

文の解析の結果,得 られるものを中間表現 と言

いますが,こ れをどのような形に設定す るかによ

って機械翻訳の方式がかなり変わ ります。現在広

く用いられている表現法は,句 構造表現 または依

存構造表現(木 構造)で,そ の構造の各ノー ドに

構文的,意 味的情報などを付与 した形のものであ

ります。格文法の場合はさらに木構造の枝に格に

関する情報がつけられます し,埋 込み文の場合に

は,い わゆるギャップ(△)に あたる語の指示が

必要 とな ります。意味ネットワー クや概念依存構

造表現,記 号論理表現 などの表現法は,制 限され

た分野の質問応答などの応用にはよいでしょうが,

機械翻訳とい う立場からは,モ ンタギュー(M)utague)

文法 と同様な欠点 をもっていて使 うことは困難で

あると思われます。
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6.変 換 と生 成

〈構造変換〉

原言語の文の内部構造か ら目的言語の文の内部

構造へ移行する部分が変換部 と呼ばれる部分です。

文の解析結果は多くの場合,原 言語の もつ特徴を

強 く残 していてそのままでは 目的言語の構造には

合いません。したがって変換の部分では単語を目

的言語に置き換えるのに加えて,必 要な構造変換

を行わなければならないのです。

単語の置き換えは専門用語などで分野をせ まく

限定すれば,ほ とんどの場合,訳 語を唯一に決め

ることができます。文 を解析 した結果の内部構造

において各単語の意味はほとんど1つ に決定 され

ているはず とはいえ,一 般用語の場合にはそうで

ないことも多いし,た とえ1つ に確定 されていて

も目的言語においてそれが唯一の単語に対応す る

とは限 りません。多くの場合1対 多の対応 となり

ます。多対1,多 対 多などの変換 も原理的にはあ

り得 るのですがこのような要素を導入すると変換

の部分が複雑にな り過 ぎます。したがってこうい

う場合 を避け るために原文の解析が終了して内部

構造に変換された時点で,あ まりに も原文の文体

に依存している構造の部分をできるだけ中立的な

表現形式に,あ るいは目的言語の構造に近 い表現

形式に変換するのです。いずれの変換の場合も,

原文の内部構造のできるだけ広い範囲 をみて,目

的言語でとるべ き訳語あるいは句を適切に,し か

も1つ に決めなければなりません。そのための条

件 をどこまで精密に記述できるかとい うことは大

変難 しい問題であります。 しか もこの部分が翻訳

の質を直接 きめることになりますから,こ の部分



について一般構造レベル,各 単語 レベ ルの両方に

おいて詳 しい言語の比較対照研究が必要なのです。

〈文の生成〉

文の生成は変換によって得 られた内部構造か ら

出発します。この時,内 部構造の木の各ノー ドに

は複数の単語あるいは部分木が含 まれています。

文の生成はボ トムアップ ・プロセスとしても,ま

た トップダウン ・プロセスとしても行うことがで

きます。しか し,外 部的な要因例 えば文脈や焦点

の問題などが出力文のスタイルを決めてしまう場

合があ り得 ますから,そ ういった場合には トップ

ダウン ・フ.ロセスとして生成することが必要 とな

ります。この場合,属 性の伝達は上から下へ向っ

て行われ,そ の情報に合った形で部分的な句が作

られた り,あ るいはノー ドにある複数個の表現の

うちの適当なものを選択 した り,と いうことにな

ります。 したがって埋込み文の形で内部表現され

ていた場合でも,こ れをto-一不定法表現で出した

り,名 詞句として出した りしなければならないと

いうことが生 じるのです。

文の生成の過程で生 じる構造の変換に伴って,

あるノー ドのとるべき品詞が変更される場合が出

てきます。 こういったことに対処できるように単

語辞書にはその単語の派生関係一派生の逆 も含ん

で一や,特 定の品詞での表現がない ときには他の

同等の単語でその品詞をとるものなどを記憶 して

おかねばなりません。

〈文体の変換〉

日本語 と英語との間には大きな表現形式の差が

あ ります。・英語は動作主や所有者などの個体 を指

向する言語であり,日 本語は状態や動作の事象全

体を指向する言語であるといわれています。これ

を英語はHAVE型,DO型 言語であり,日本語はBE

型,BECOME型 言語であるという言葉 で表現 して

いますが,こ のような立場か ら英 日翻訳を考える

ときは,HAVE型 、DO型 の文体をBE型,BECOME

型の表現にかえることが必要 とな ります。

文を生成した時点で,重 複した主語の一方を省

略 した り,代 名詞に置き換えたりする操作も読み

やすさという点から大切であ りますが、機械翻訳

ではまだ実施 されていません。英語などを生成す

るときは冠詞をつけ,日 本語を生成する場合には

そ ういった要素を落とす というような問題は非常

に難 しく,具 体的によいアルゴリズムはまだあり

ません。

7.機械翻訳研究の今後の方向

'■ ■■■ ■■■■■■

最近10年 間の努力によって,機 械翻訳 システム

の研究は大きく進展 してきました。文の解析につ

いては構文解析が最 もよく研究されてきてお り,

最近徐々に研究の中心が意味,文 脈の方へ移って

きつつあるようです。

最後にこれから努力しなければならない重点項

目をあげておきましょう。

①言語の構造に関する研究

②言語の意味に関する研究

③ 言語使用に関する研究 ・

④知識工学としてみた言語翻訳の研究

⑤機械翻訳用ソフ トウェアの開発

⑥機械翻訳のためのマンシシン ・インタフェース

の開発

⑦辞書の開発

⑧ 翻訳結果の品質の評価

⑨ 制限言語の研究
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問題 について

通商産業省機械情報産業局電子政策課

小伊藤 治
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我が国における情報化の進展は、1960年 代後半

から1970年 代にかけて産業界におけるコンピュー

タ導入を中心 とする情報化いわゆる第一次情報化

革命を経験 した。 しか しその後、情報処理技術 と

通信技術の飛躍的発達 とその結合によるネットワ

ーク化の進展により,第 一次情報化革命とは質的

に異なる広が りをもった第二次情報化革命 とも呼

ぶべ き新 た な段 階 を迎 えつ つ あ る。 さ らに 情 報 化

は,企 業 活 動 の 国 際 展 開 に 対 応 して 国 境 を 越 え て

進 展 し,同 時 に情 報 化 の 国 際 化 を促 進 させ る と い

う状 況 が 生 ま れ て い る。 他 方,こ うし た情 報 化 の

国際 展 開 に 伴 い,米 国 と そ の他 の 先 進 国,あ る い

は先 進 国 と発 展 途 上 国 との 間 に情 報 資 源 や 情 報 流

通 の 不 均 衡,法 制 度 の 違 い 等 に よ り国境 を越 え る

情 報 の 流 出 入 の 問 題 が 生 じて き た。

これ ら の 問 題 は 、1974年 に 開 催 さ れ たOECD

(OrganizationforEconomicCooperationandDe

velopment:経 済 協 力 開 発 機 構)の プ ラ イ バ シー 保
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護セ ミナーにおいて,初 めてTDFま たはTBDF

(TransborderDataFlows:越 境デー タ流通)の

用語が用いられて以来,TDF問 題について各所で

議論が行われている。

我が国はすでに経済のあらゆる分野において,

海外 と密接な関係 を有 してお り,ま た今後とも国

際的に 自由な経済活動基盤 を確保する必要がある。

とりわけ,サ ービス貿易の拡大の著 しい昨今の状

況下では,こ れ と密接な関係のあるTDF問 題が

ます ます重要な意味 をもっている。

このような認識の下に、本稿では先進諸国間の

TDF問 題への取 り組み状況、我が国が取 り組むべ

き課題 と方策について紹介す る。

一 2'呼称の問≡'

「TDF」 は
,「越 境 デ ー タ流 通 」と呼 ば れ て い るが,

最 近 で はTDFの 他 に 「IIF(lnternationalInforma

tionFlows:国 際 情 報 流 通)」 も用 い られ て い る。

TDFとIIFの 概 念は,次 の よ うに分 類 で き る。

・コ ン ピ ュ ー タで処 理 され た デ ー タの 国 際 間 の フ

ロー:TDF

・コ ン ピ ュー タで 処 理 され る(そ の 可能 性 の あ る)

情 報 の 国 際 間の フ ロ ー:狭 義 のIIF

・コ ン ピ ュー タ処 理 の 有 無 にか か わ らず,す べ て

の 情 報 の 国 際 間 の フ ロー:広 義 のIIF

TDFの 用 語 が1974年OECDプ ラ イ バ シー 保 護

セ ミナ ー に お い て 初 め て 使 わ れ た 際,そ の 対 象 は

国 際 コン ピ ュー タ ネ ッ トワ ー クシ ス テ ム を介 し,

大 量 の 情報 が 国境 を越 えて流 出 入す る現 象 を示 して

い た 。 と こ ろが 技 術 進 歩 に伴 い コ ン ピ ュ ー タの 処

理 可 能 な 情 報 が 文 字,図 形 さ ら に音 声 へ と そ の ア

プ リケー シ ョ ン分 野 が 拡 大 す る につ れ て,初 期 の

TDFの 概 念 で は 拡 大 す る 問 題 領 域 を 捉 え きれ な

い との 認 識 が 強 ま り,TDFに 代 わ るIIF(狭 義 のII

F)と い う言葉 が 登 場 して き た。例 え ば,国 際 商 工

会 議 所 が,1983年5月 に 発表 した 「情 報 流 通 一 国

際 ビ ジ ネ スの 視 点 」 の 中 で も こ う した 考 え方 を主

張 して い る。

同 じTDF問 題 で も発 展 途 上 国 の視 点 は,上 記 の

IIFの 枠 組 を さ らに 拡 大 した もの とな っ て い る(広

義 のIIF)。 発 展 途 上 国 は,コ ン ピ ュー タ処 理 され

た情 報 の み な らず,郵 便,新 聞,雑 誌 書 籍,フ

ィル ム 、TV番 組 等 あ らゆ る情 報 を対 象 に 専 ら南 北

間 の 情 報 流 通 不 均 衡 の 問 題 を論 じて き て い る 。 こ

う した 主 張 の 最 も典 型 的 な もの は,国 連 や ユ ネ ス

コ を舞 台 と した 南 側 諸 国 の 北 側 通 信 社 に 対 す るマ

ス メデ ィア 批 判 で あ っ た 。

こ う した デ ー タ(Data)か 情 報(lnformation)

か を考 え る と そ の概 念 に は,空 間 的 な拡 が りの 面

で 次 の よ う な相 違 が 見 られ る。す な わ ちTransbor

derは ヨー ロ ッパ 大 陸 の 近 隣 諸 国 間 の よ う に隣 接 す

る 国 境 線 を示 す こ とが 多 く,そ の 意 味 で は例 え ば,

日本 の テ レ ビ 番 組 が 韓 国 に 越 境 して い く現 象 は ま

さ し く放 送 番 組 の 越 境 で あ り,Transborderで あ

る。 しか し,仮 に 日本 の テ レ ビ番 組 が 太 平 洋 を越

え て 米 国 に 行 く と して も,そ れ はTransborderと

い う よ り もInternationalの 語 感 に近 い 。 ま た,我 、

が 国 と他 国 との 産 業 ・経 済 面 で の相 互 依 存 関係 は,

Internationalに 近 い もの で あ}),従 っ て情 報 流 通

もTransborderよ りInternationalの 色 彩 が 強 い こ

とか ら,我 が 国 で 議 論 す る 際 に は 、IIFの 視 点 を と

る こ とが 妥 当 で あ ろ う(た だ し,本 稿 に お い て は

混 乱 を避 け る ため,TDFに 統 一 す る。)。
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Pτ=題 の推.一
西側先進諸国間のこれ までのTDF問 題を振 り

返 ると,(1)権 利 ・権利者の保護,(2)国 家 ・社会の

保全統一,(3)産 業 ・社会の発展の各分野に問題を

集約することができるであろう。

(1)権利 ・権利者の保護

TDFの 拡大が,社 会 ・経済に及ぼすインパ クト

として最初に指摘されたのは,プ ライバシー ・デ

ータ保護の問題であった
。すなわち,1970年 代に

欧米諸国にプライバシー ・データ保護法が相次い

で成立したが,保 護基準はその国の社会,政 治的

風土によって左右されるものであ り,と りわけ,

ヨーロッパ諸国 と米国との間にはアプローチに基

本的相違がみられた。具体的には,米 国がプライ

バシーに関する統一法 を制定せず,プ ライバシー

侵害については司法的手段によって自力救済を図

るや り方をとっているのに対 し,ヨ ー ロッパ諸国

では統一法の下で強力な行政手続によって実質的

にデー タの保護 を図る仕組みとなっている。 とこ

ろが,プ ライバシー ・データに関する保護内容に

各国間で違いがある場合,規 制の厳しい国から緩

やかな国ヘデータが流出する現象(デ ータへープ

ン現象)が 発生 し,流 出したデー タに自国の保護

法制が及ばないことになる。こうした事態に対応す

るため,自 国と比べて保護規制が緩やかな国ある

いは国内法制が不備な国ヘプライバシーに関する

諸データが流出することを規制する国が登場 して

きてお り,こ うした傾向を放置してお くと,一 般

的なデータ流通 自体に規制が拡がることにもな り

かねないため,国 際的に流通す るデータが どの国

18

でも同等に保護されるよう国際的に調整する必要

が生 じてきた。こうすることによって,一 般的デ

ー タの国際間自由流通が確保できるとの考えが基

底にあることはもちろんである。こうした動 きは,

19世 紀産業革命の初期にイギリスにおいてノウハ

ウの流出を抑えるため、機械職人の旧大陸への渡

航等を厳 しく制限した考え方 と一脈通 じるものが

ある(な お,そ の後 ノウハウ,パ テントの保護が

国際的に進展 したことは衆知の とおり)。 古 くて

新 しい問題 と言えよう。

OECDで は,科 学技術政策委員会(CSTP)の

作業部会(ICCP:Information,ComputerandC

ommunicationsPolicy,1981年 に委員会昇格)が 中

心 となって1976年 か ら検討作業が進められ,1980

年9月 に閣僚理事会において 「プライバシー保護

と個人デー タの越境流通に関するガイ ドライン」

が採択された。その結果,OECD加 盟国は,プ ラ

イバ シー保護の名目で個人データの国際流通に対

する不当な障害 を形成しないよう努力する一方,

国内における同様の保護が相手国で得られない場

合にのみ,個 人データの国際流通 を制限し得ると

している。同ガイ ドラインは,加 盟国に対 し,強

制力をもたない勧告にとどまっているが,既 に16

ヶ国においてプライバシー ・データ保護の国内的

ルールを法制化 している。我が国は,現 在勧告 に

基づ き,国 内法制面では検討に着手した段階であ

る。今後,各 国と協力して情報を収集,蓄 積,処

理 し,グ ローバルな形で情報提供サービスを行 う

には,プ ライバシー保護に関する法制化が不可欠

な条件であることは言 うまでもない。

TDFの 増大に伴 う権利 ・権利者の保護に関 して

は,こ の他に知的所有権の保護,消 費者保護など

の必要性が指摘されている。



　

<

(2)国家 ・社会の保全統一

情報処理やデー タベースなどを外国に過度に依

存することは,国 の国家主権,安 全保障あるいは

公の秩序に とって大きな脅威 となる場合がある。

フランスでは,1978年 に発表された 「社会の情

報化」(通称 ノラ ・マンクレポー ト)に おいて,「情

報は一種の力であり,あ る種のデー タを蓄積,処

理する能力は,そ の国に他国を上回る政治的 ・技

術的優位性を付与することになるであろう。この

ことは,超 国家的なデー タ流通が次第に国家主権

を喪失させ ることを意味する」と主張 した。TDF

の増大 と国家主権の喪失 とは直ちに結びつかない

に しても,情 報処理やデー タベースサービス等情

報関連産業において圧倒的優位を誇る米国に対す

るヨーロッパ諸国の危機感は非常に大 きい と考え

られる。

この間,ス ウェーデンでは,社 会のコンピュー

タ依存度が高まるにつれてシステムダウンによる

社会混乱の危険性が高 まるとの認識が一般化 し,

これをコンピュー タ社会の脆弱性に係 る問題(国

の安全保障や公の秩序 と関連す る問題)と して肥

え,幅 広 くかつ先駆的に研究が始め られている。

システムダウンが発生 した場合の対応策,発 生後

の補償問題等については,シ ステムが国際化すれ

ばするほど波及効果が大きくなるだけに,国 際的

検討が喫緊の課題 となっている。

現在のところ,国 家主権,国 家安全保障及び公

の秩序の面で真に止むを得ざる理由があれば,T

DFの 制限も要認されるべきことが国際的コンセ

ンサスとなっている。積極的な情報の自由流通を

主張す る米国において も,国 家安全保障等の面で

真に止むを得 ざる理由がある場合には,規 制する

旨を明らかにしている。しか しながら,真 に止む

を 得 ざ る理 由 や 必 要 最 小 限 の 規 制 を どの よ うに 判

断 す るか につ い て は,最 終 的 に 当該 国 に 任 さ れ て

い る ため,そ の 時 々 の 政 治 的 ・経 済 的 ・社 会 的 な

事 情 に よ って 左 右 され る問 題 が 依 然 残 さ れ て い る。

(3)産 業 ・社 会 の 発 展

カナ ダ あ る い は ヨー ロ ッパ で は,ICC(Infomla

tionComputerandCommunications)貿 易 の圧 倒

的 な対 米 入 超 に よ り 自国 の 経 済 の 発 展 機 会 が 損 わ

れ る と して,TDFの 促 進 に慎 重 な 態 度 を示 して き

た。

カナ ダが1977年 に 在 カ ナ ダの 米 国 企 業 の 子 会 社

400社 に対 し実 施 した調 査 に よ る と,① 情 報 処 理

サ ー ビ ス の 輸 入 額 は,1978年 に 年 間3～3.5億 ド

ル,1985年 に は約15億 ドル に 達 す る こ と,② その

結 果,関 連 職 種 で 約2万3千 人の 雇 用 が 流 出 す る

こ とが 予 測 され た。 さ らに 情 報 処 理 サ ー ビ ス の対

米 依 存 を高 め る こ とに よ り,カ ナ ダ経 済 の 自律性

が 損 わ れ る と し,1979年 の 「電 気 通 信 と カナ ダ」

(通 称 ク ラ イ ン レ ポー ト)は,(国 家 主 権 の 保 守 に
ヲ

不可欠な情報を統御しえな くならないように政府

は直ちにTDFの 規制 を行うべ きである」と提言し

た。また,そ の具体策 としては,カ ナダのビジネ

ス活動 に関するデー タ処理は例外として認め られ

た場合を除き,カ ナダ国内で行われることなどが

主張された。

カナダやヨーロッパ諸国でみられたTDFに 対

す る慎重論に対 し,米 国ではこれを自国産業の保

護 ・育成 を企図したものとみなし,通 信回線の利

用制限,端 末機器の接続制限,国 外での情報処理

規制等の中には,経 済 ・貿易にとって非関税障壁

にあたるものが多く存在す ると主張 してきた。こ

うした主張には,企 業の国際活動に とってTDF

が死活的重要性 をもつ米国多国籍企業の意向が強
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く反映 されていることは言 うまでもない。

この間OECDで は,個 人デー タのプライバ シー

保護問題に続 くテーマ として非個人データの国際

流通の経済的側面についての研究に着手した。ま

ず,企 業が国際的なデータにどの程度依存し,移

動の際にどのような問題があるのか等について実

態調査が行われた。この結果は,1983年 秋の第二

回TDFシ ンポジウムにおいて発表 されたが,そ れ

によると製造業では財務,生 産 ,研 究開発等の関

連情報が国際間で流通していること,銀 行,保 険,

証券,運 輸などのサー ビス産業では情報流通その

ものを商品化 していること,利 用面でのプライバ

シー保護法の影響はほ とんどな く,電 気通信の専

用線料金や利用制度が最も大 きな問題であること

等が明 らかにされた。

こうした実態調査 と併行 して,1982年1月 に米

国から国際間の情報の自由流通原則を加盟国間で

合意するよう 「データ宣言」が提案 され,本 年4

月に3年 半の検討 を経て 「TDF宣 言(Declaration

onTransborderDataFlows)」 が採択された。本

宣言では,TDFが 技術革新 と各国経済の相互依存

の成果であり,全 般的に自由流通が確保 されてい

るとの現状認識の下で各国は,TDFに より恩恵を

受けていると評価 し,あ わせて各国に次の諸点 を

遵守するよう勧告 した。

①TDFに 対する不当な障壁を回避すること。

②TDF関 連政策の透明性 を確保すること。

③TDF問 題の共通アプローチを指向 し,調 和のあ

る解決策を策定すること。

④TDF問 題を取 り扱 う際,他 国への影響に留意す

ること。

本宣言は,デ ー タの自由流通 とい う大枠の方向

性 を加盟国間の共通の認識 とした点で高 く評価 さ
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れる。今後,具 体的に検討するテーマは,① 国際

貿易に伴 うデー タの流通,② 国際的 コンピュー タ

サービス,③ 企業内データ流通の3分 野について

検討される予定である。一
4.TDFを 巡 る諸 問 題

二－
TDFと いう言葉が登場 して10年 が過 ぎているが

,

当時 と現 在では技術的背景等の違いによりTDF

をとりまく環境 も変わってきている。例えば,国

際的なオンラインデータベースサー ビスについて

は,我 が国でも企業を中心に積極的に利用され
,

サー ビス産業でも国際電子デ ィー リングや国際電

子ショッピング等の電子取引が進展 しつつある
。

このような最近の国際的電子取引の動向をみると
,

これまでのTDFの 議論には登場 しなかった新 し

い問題が浮き上 って くる。その中か ら今後,我 が

国が中長期的視点で検討すべ き問題をいくつか指

摘する。

(1)法制度面のインターオペラビ リティ

最近,国 際的な情報処理 システムを介 した事業

及びサービスの国際展開が活発化 してきた。これ

らの国際取引が電子化 してくると,こ れまでTD

Fの 最大の制約要 因とされてき1こ電気通信回線の

利用制度にとどまらず,ア プリケーション業務そ

のものを規定する各国のルールや法制度の整合性

が問題 となって くる。既に銀行業では,1978年 以

降国連国際取引委員会において,国 際的な電子取

引(EFT:ElectronicFundTransfer)に 関する

ルール作 り(顧 客に対する責任分担等を盛 り込ん

だガイ ドラインを1986年 を目途に作成中)が 行わ

れている。 こうした要請は今後,証 券その他の業
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界における電子取引,情 報を国際間でオンライン

売買する場合の国際取引制度,財 務会計システム

を国際運用する際に関わる各国の財務会計制度等

の面で強 まっていくもの と考えられる。

(2)国際情報システムの安定的供給の確保

TDFを 可能にする国際情報 システムは,成 長,

発展するにつれて各国の産業 ・社会に とっても不

可欠な国際的規模のインフラストラクチャとして

機能 していくことが予想される。従って,そ の継

続 ・安定的供給の確保はユーザに とって極めて重

要な問題であり,何 らかの理由によってその供給

が停止するようなことがあれば大混乱が引き起さ

れかねない。現在は供給者側の技術的バ ックア ッ

プ対策のほか,代 替手段の確保や同種のサービス

の併行利用などユーザ側の自衛措置 もとられてい

るが,そ れらに加えシステムの安定供給を確保 し,

何か起った場合の技術面 ・制度面の国際的対応策

についても一層の検討が必要である。

(3)国際データベースの独 占化 ・寡占化

デー タベースはその構築のために膨大な初期投

資を必要 とするが,情 報を網羅的にインプットし,

正確かつ常に最新に維持 しなければ機能 しないた

め,逆 に一旦こうした条件 を満たすデー タベース

が成立するとその市場独 占性は非常に高い。既に

国際データベースサービス市場では,米 国系デー

タベースサー ビスによる寡占化 ・独 占化が現実の

ものとなっているためバ仮に米国がその独占的地

位を利用 してデータベー スサービスの価格を引上

げた り、データベースの国外供給 を規制するよう

なことになればユーザは脅威を受けるであろう。

こうした事態が生 じないためには,① デー タベ

ース作 りの国際分業 を推進する,② 公共性が高 く

また民間の自由競争に委ねることが難 しい分野に

<
.・、・.・?1

～ ふ,

ついては,国 がその任にあたり広 く内外にデー タ

ベー スサービスを提供する,③ 国内の独tii禁lhiill

の域外適用 も含め寡占化,独 占化の弊害が生 じな

いよう国際的な監視機関の設置,法 制度を形成す

る等の対応策を検討すべ きである。

以上のような問題を検討するにあたっては,技

術の恩恵を広 く全体が享受できるような配慮が必

要であろう。オンライン情報システムやデータベ

ースの構築に際しては,大 規模な先行投資が必要

なため,先 進国や資金力のある大企業にはその構

築・供給が可能で も,発展途上国や中小企業では市

場への参入が難 しい。また,国 際情報サービスの

利用料金は必ず しも安価 とは言えず,負 担可能 な

先進国や大企業は十分これを活用し恩恵を受ける

ことができる。しかし,発 展途上国や中小企業等

はこれを利用できず,そ の結果情報強者と情報弱

者の格差を一層拡大する惧れがあること等を考慮

する必要がある。

5.お わ りに

TDFを 巡る問題は,情 報関連技術の急速な変化

によって生 じる国際経済・社会へのインパクトに対

し,社 会がいかに対応 してい くかにかかわってい

る。情報関連技術の受容 とその波及が一国内にと

どまるならば対応 も比較的容易であるといえよう

が,国 内での十分な消化プロセスを経ずに国際的

な対応 を迫られているため問題は一層困難となっ

ている。これ らの問題を解決するためには,将 来

の技術進歩 と産業 ・社会の発展に とって足枷 とな

ることも考慮しつつ政策立案にあたっては,よ り

慎重に中長期的な検討が要求 されるであろう。
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インサ イド・レポ ー ト

ソフトウェア開発の

生産性向上の方策
ソフトウェア開発・運用鯛査専門委員会主査

永 渕 寛 幸

はじめに

近年におけるソフ トウェア開発は以下の点が特

徴 としてあげられる。

① 開発対象分野が多部門にわたってし・る。

② 開発の対象が社会システム,特 殊大型システ

ムなどの分野にまで拡大 し大規模化 している。

③ 多くの分野に,よ り高度のシステムが要求 さ

れるようにな り,ソ フ トウェアも高度化 ・複雑

化している。

④ ハー ドウェア技術の進歩に応じて,各 種 ソフ

トウェアの改良が必要 とな?て いる。

⑤ システム規模の増大や高度化によって.開 発

技術力の高度性 を要求されるため,開 発要員の

不足が顕在化 している。

このように,シ ステムが大型化,高 度化 し,社

会生活の中で大きな位置を占めるようになり,そ

の及ぼす影響 も計 り知れないものになるにつれて,

ソフ トウェア開発の高度化,効 率化,生 産性の向

区 分

影響局面
測定項目*

効 果

ξ瓢 ㌫ 真ぷ ㌘)

マ イ ナ ス 効 果

ξ言鵠際 綴織)

管 理局面

集 積 処 理

迅 速 性 迅 速 化 遷 延 化

正 確 性 垂 領 化 不 正 硫 化

簡 易 性 簡 素 化 ・ 標 準 化 煩 雑 化

弾 力 性 弾 力 化 硬 直 化

'一 夕の利 用

適 時 性 向 上 低 下

容 易 性 容 易{ヒ.高 度 イヒ 不 便(茂 みに くいなど)

利用 範囲 拡 大 撞 少

デ ー'の 管 理
容 易 性 菅 垣 の 容 畠.適 切 管 璃 の 菌 是 ・ 不 炉 切

安 全 性 安全性(秘 密保題など)向上 安 全 性 低 下

人 事 ・ 綴 織
モ ラ ■.ル

勤 務 横 堤 散 書 勤 務 国 境 思 化

モ ラ ー ル 向 上 モ ラ ー ル 低 下

連 携 聾 個,逼 携 の 円 滑 化 連 携 の 墨 磨 な ど

コス ト局面 一 一

電算化前の事務処理方式を続けた場合
の経費と,現在の方式での経費比較

経 費 減 少1経 費 増 大

純 の堀 の朋 は,「 コンビ.一 夕醐 へ瞭 的な影響を及ぼ しぱ 繰 」とする・

出典:r電 子計算限利用の効率化に関するガイドライン`1)]行政管理庁

図表1効 果測定項目体系
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上 が 大 き な課 題 と して クロ ー ズア ップ さ れ て い る 。

ソ フ トウ ェ ア 開 発 の 効 率 化,生 産 性 の 向 上 に 対

す る取 り組 み は,官 民 の別 な く積 極 的 に行 わ れ て

い る が,JIPDECに お い て も1つ の プ ロ ジ ェ ク ト

を 設 け て 検 討 して い る とこ ろ で あ るの で,ソ フ ト

ウ ェ ア 開 発 に お け る生 産 性 向上 の ため の方 策 と し

て,以 下 に そ の 一 端 を述 べ る こ と と した い 。

1.ソ フ トウェア開発計画段階の方策

(1)要 求仕様の明確化

ソフ トウェア開発の計画段階において重要な

のは要求仕様の明確化である。ソフ トウェアの

開発は,要 求仕様に基づいて行われるものであ

るか ら,必 要かつ十分な要求仕様 を定義す るこ

とは,ソ フ トウェア開発を成功 させ る第一歩で

あるといえる。この点に関 して,JIPDECが 実

施 したアンケー ト調査 「ソフ トウェア開発 ・運

用の高度化,効 率化方法に関す る調査(以 下、

「アンケー ト調査」という。)」によると,要 求仕

様に関しては次のような問題があるとしている。

① システム化に関する検討が不+分

② ユーザーの意向が反映 されない

③ 将来動向の見極めが不+分

④ 技法等の活用がなされていない,な ど。

したがって要求仕様 を明確化するための方策

としては,次 の点を検討 してい く必要がある。

① 費用対効果を中心 としたシステム化に関す

る十分な検討

ある業務をシステム化しようとする場合,最 も

重要なことは,シ ステム化による効果の予測,

つ まり費用対効果の分析である。図表1は,効

果測定項目体系を示 したものであるが,こ のよ

うに 種 々の 観 点 か ら シ ス テ ム の 効 果 に つ い て十

分 な 検 討 を 行 う こ とが 必 要 で あ る 。

② ユ ー ザ 部 門 との+分 な コ ミュ ニ ケー シ ョン

ソ フ トウ ェア の 開 発 は,ユ ー ザ の 意 向 をt・分

に 反 映 させ た 形 で進 め な け れ ば な らな い が,ア

ン ケー ト調 査(前 記)に よ る と,コ ン ピ ュー タ

部 門 が 自己 の 都 合 の よい よ うに仕 様 を決 め て し

ま うこ とが 多 い と して い る。 要 求 仕 様 は,原 則

的 に は ユ ー ザ 部 門 が 独 自 に作 成 す るべ き で あ る

が,コ ン ピ ュー タ部 門 が そ れ に 関 与 す る場 合 は,

ユ ー ザ との 十 分 な コ ミュ ニ ケ ー シ ョン を 図 り,

ユ ー ザ の 意 向 を正 し く反 映 す る よ う にす る必 要

が あ る 。 ま た,こ の 場 合,将 来 の 技 術 動 向や 企

業 戦 略 とい っ た こ と も十 分検 討 し,ラ イ フ サ イ

ク ル の 長 い シ ス テ ム 作 りを 目指 す べ きで あ ろ う。

③ 技 法 等 の 積 極 的 活 用

要 求 仕 様 を よ り信 頼 性 の 高 い もの にす るた め

00

90

80

70

60

50

40

30

1

釦

10

0

91.7%
一

%

一
8a1ツ 締 したこと紡

隠 　
550

4L4%40β%鵠.8%
一 一

一

13.9

10夷

z
36%

功

%

z 撫ぷ
面 事 フ 親 達 系PYそ
横 筋 レ 和 関 統DSの
鯛 分 膓 図 図 図P法 他
M析 ス 法 法 法C

ヒ

プ

図表2要 求定義技法の利用度

の
技
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に は,各 種 技 法 や ツ ー ル を 積極 的 に 活 用 し て い

くこ と も 方 策 の一 つ で あ ろ う。

ア ン ケー ト調 査 に よ る と,各 技 法 の 利 用 状 況

は,図 表2の とお りで あ る 。

(2)開 発 計 画 の 確 実 な立 案

(開発の都度作成)

305070

移 行 尉 面

工 程 計 画

連 用 計 画

要 員 計 画

予 算

外 注8† 画

設 備 計 画

拡 張 計 画

貸 入ケF孟
工程管理計 画

開発支援計 画

検査 ・検収計画

要員教育計 画

費用管理 計 画

品質管理 計 画

保 守 計 画

瀞172.8(

166.7(76)

165.8(75)

160.5(69)

155 ,3(63)

155 .3(63)

146.5(53)

|45 .6(52)

ほ2.1(48)

139 .5(45)

38.6(44)1

136.0(41)

135 .1(40)

】32.5(37)

______」30,7(35)

(標準的に既に作成)

10 30

要

談

手

違

保

工

移

外

拡

要員教育計 画

良 計

個 計

工程管理 計画

費用管理 計画

用 計

奇 計

品質管理 計画

検査 ・検収計画

租 計

開発支 援計 画

行 計

注 計

篇なケ甘 藷
張 計

画
一
回

箕

面

緬

画

画

面

緬

1含笥.3(38)

127.2(31)

125.4(29)

`2ふ4(四)

124.6(28)

123 。7(27)

22.8(26)

22、8(缶)

1

1

`18 .4(21)

`17 .5(釦)

1158(18)

13.2(15)

13.2(鳩)

`

`

'10 .5(12)

ほ9(9

17 .0{θ

図表3開 発計画の作成状況
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ソフ トウェア開発計画の段階において立案さ

れる計画には,① ソフ トウェア開発における見

積 り,予 算,ス ケジュール等に関す る計画 ②

開発作業の実施におけ る管理及び支援等に関す

る計画,③ 移行,連 刷 保守等に関する計画な

どがあるが、アンケー ト調査によると,そ の作

成状況は図表3の とお りであるが,例 えば,工

程計画,予算,要 員計画,移 行計画といった非常に

重要な計画であっても,そ の作成状況は70%程 度

となっている。少な くともこれらの計画 を確実

に作ることが必要 である。

また,計 画立案の際に利用できる技法(WBS,

TRM,PERTな ど)に ついて も積極的に活用し

てい く,さ らに,開 発する規模や必要 となる費

用の見積 り方法について も各企業においてデー

タを収集 し,可 能な限 り科学的に行 うことを考

えるべ きであろう。

(3)品 質に対す る意識の向上

最近では,新 規開発よりも既に開発したプロ

グラムの保守作業にかかる割合が大きくなって

きてお り,今 後 ます ますその傾向は高 まると考

えられ るが,こ の保守を容易にするためには,

プログラムが保守性 を中心として高い品質を有

していることが必要である。つ まり,正 確性や

信頼性 といったソフ トウェアが本来的に必要で

ある品質特性の他に,他 人がみて も理解 しやす

いプログラムであることが重要 となるのである。

このような保守性を含めたソフ トウェアの品質

を考えると,品 質を高めることは生産性 を下げ

ることになるという見方 もあるが,高 い品質を

持つプログラムを作ることが結果的に高い生産

性を得 ることになるとの観点から意識の向上を

図っていく必要がある。
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2.ソ フ トウェアの開発段階の方策 一

ソフ トウェアの生産性を向上させ るためには,

種々の方策があるが,何 れの方策 といえども,そ

の方法を採用するこ とによって必ずしも同様の効

果を期待できるとは限らない。

そこで,こ れらの方策 を効果の面に視点 を置い

て分類 してみると次のようにグルーピングされる。

(1)生 産1生向上のための基礎的な方策

生産性 を向上 させ るための前提条件的なもの

で,こ れが不十分であれば(2),(3)の方策が期待

したほどの効果 を発揮できないので非常に重要

な役割 を負っている。

① 標準化

② 組織化

(2)生 産性向上に即効的な効果を発揮させ る方

策

これ らの方策でも,十 分な効果を発揮 させ る

ためには,種 々の環境条件の整備などが必要で

ある。

① 機械化

② 再利用

③ ソフ トウェア ・パッケージの活用

(3)生 産性向上に遅効'1生の効果を発揮 させる方

策

これらの 方策を導入したことによって,直 ち

に大 きな効果を発揮するという性格の ものでは

なく,そ の導入によって着実に効果を発揮 し,

生産性向上に対し安定 した効果 を与 えるもの と

考えられる。

① 品質管理活動

② 開発環境

③ 要員管理

以上について,そ の概要 を述べると次の とお り

である。

(1)‡票準fヒ

標準化は,一 般に生産活動や事務作業におけ

る生産性の向上や互換機能 を高めるために用い

られる能率原理の一つであるが,ソ フ トウェア

開発の場合においても,開 発段階における種々

の局面において標準化を行 うことによって,ソ

フ トウェア開発の効率化が期待できる。

JIPDECの アンケー ト調査によると,図 表4

一

主な効果及び期待 10 20 3040 5060 70 80 90

システム開発の生産性 の向上

システムメンテナンスの容易化
●

ドキュメント管理の容易化

品質の安定と向上

人員配置の容易化

教育期間の短縮

エラー及び トラブルの低減

システム管理の容易化

要員の資質向上

96

64

42

40

29

15

14

10

6

」96(74)

164(49)

142(32)

140(31)

129(22)

115(12)

14(11)1

==]10(8)

コ6(5)

N=130

図表4標 準化の効果
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の とお り標準化の推進によって,シ

ステム開発の生産性の向上 をあげる

ものが多いことから,標 準化は,生

産性向上のための基本的な手法 とい

えよう。標準化は,開 発工程におけ

るプログラム設計,プ ログラミング,

ドキュメン ト作成の各段階,用 語,

フォームシー ト,コ ーディング等を対象 として行

われている。

(2)組 織化

ソフ トウェア開発の効率化のためには,固 有

技術の高度化だけでな く,組 織的な対応 も重要

である。即ち,ソ フ トウェア開発を限 られた人

数(要 員)で より多くの開発要求に対応してい

くためには,当 該組織内における開発要員の能

力(経 験)を 効率 よく配分,活 用 して最大の組

織的効果を確保できるようなマネジメン トが必

要である。

組織化の問題 としては,ソ フ トウェア開発に

おける分業化の考え方,品 質検査組織,要 員不

足をカバーするための対策(外 注利用,女 子プ

ログラマの積極的活用,在 宅勤務制度の導 入,

エン ドユーザ開発の推進等による開発パワーの

増大)な どがある。

(3)機 械化 ・自動化

人間の能力には限りがあるので人手でやって

いるものを機械に行わせ ることにより,人 間が

行 う以上によりよい目的を達成す ることが可能

となる。ソフ トウェア開発は従来から職人芸 と

して手作業による開発が中心であったが,情 報

化の進展に伴って,ソ フ トウェアのニーズの増

大 とそれに応えるソフ トウェア技術者の不足に

よる需給ギャップの増大に対処するため,ソ フ

10 20 30 40 5060 70 8090

プ ロ グ ラ ミング

テ ス ト

菅 埋

設 茎†彦～階

その他

100(65)

」98(64)

174(48)

159(38)

158(38)

コ3(2)

N=15T

図表5機 械化 ・自動化 したい工程

トウェア開発の効率化対策 として,開 発工程へ

の機械化,自 動化の導入がクロー ズア ップ され

てきている。

アンケー ト調査によると,開 発工程の中で機

械化 ・自動化したいと考えている工程 として,

図表5の とお り,プ ログラ ミング及び ドキュメ

ンテーションの段階をあげている企業が多い。

これらの段階が最 も工数がかか り,逆 に,機 械

化 しやすい工程であると考えられている。なお,

機械化 ・自動化は,単 に生産性向上のみならず,

信頼性,保 守性,汎 用性の高いソフ トウェア開

発をもめ ざしている。

(4)再 利用

ソフ トウェアの生産性,品 質の向上のための

有効な手段 として,既 存 ソフ トウェアの再利用

がある。その利点 としては,再 利用した部分に

ついて完全に生産活動 を省略できること,再 利

用ソフ トウェアの品質が既に検証されているこ

となどが考えられる。

再利用ソフ トウェアの形態 としては,独 立 し

て実行できる汎用的なプログラムを蓄積 してお

き共同利用す る独立プログラム とそれ自体では

独立して実行で きず,加 工されるか,別 のプロ

グラムに組み込 まれることによって作動する部

品 としてのプログラムがあるが,最 近では,プ

ログラムのこのような部品化が注目されている。
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JIPDECの 調 査 で は,図 表6の とお り,独 立 プ

ロ グラ ム の 再 利 用 よ り も部 品 化 に 関 心 を もつ 企

業 が 多い こ と を示 し て い る 。

再利用 ソフ トウ ェアの形態
回 答 率%

20406080

独立 ブoグ ラム _____」51

部

品

ブ ラ ッ ク ボ ッ ク ス 型 177

パ ター ン型 164

手本型 _」28

図表6再 利用ソフ トウェアの形態別利用状況

(5)ソ フ トウェアパ ッケージの活用

ソフ トウェア開発の生産性向上を図るための

効果的な方法の1つ は,ソ フトウェアパ ッケー

ジを活用することである。ソフ トウェアパッケ

ージは,自 社開発よりコストが安い,開 発期間

が とれない,自 社開発の工数不足,機 能 ・性能

がよい,と いったような場合に導入が考えられ

る。

(6)品 質管理活動、開発環境,要 員管理

これらの方策の導入によって,直 ちにその効

果 を期待できるものではないが,そ の実施によ

って生産に安定 した効果が期待できるものと考

えられる。

ア.品 質管理活動

EDP部 門のかかえている多量のバックロ

グを解消するには,ソ フ トウェア開発の生産

性向上は焦眉の課題であるが,そ のための手

段は品質を無視 したものであってはならない。

逆に,品 質向上こそが生産性向上のための第

一ステップである。特に,設 計工程の品質向

上はソフ トウェアサイクルにおける生産性向

上に大 きく寄与 している。設計品質を向上 さ

せるためには,検 査部門による品質検査の強

化やテスティングの強化だけでは対応するこ

とができない。それには,生 産活動全般に亘

る作業改善や開発担当者のモラル向上が重要

な要素 となる。その手段がQCサ ー クル活動

を代表とする小集団活動である。JIPDECの

アンケー ト調査では,約80%の 企業が品質管

理活動に取t)組 んでおり,そ の うちEDP部 門

がその活動に参加 している企業は50%で ある。

EDP部 門における品質管理活動 を如何に推

進するかは重要な共通課題と考えられる。

イ.開 発環境

ソフ トウェアの開発は,知 的で根気を要す

る作業である。最近では,開 発技法や支援ツ

ールが整備 されつつあるものの,ソ フ トウェ

ア開発が基本的に人間の能力に依存 している

状態を脱 しきっていないのが現状である。 ソ

フ トウェアの生産性 を向上させ るためには,

開発に携わる人間がその能力を最大限に発揮

できるように作業環境についても改善に努め

ることが必要 である。またこれは,優 秀な要

員を確保す るためにもす ぐれた作業環境の整

備が重要である。アンケー ト調査では,多 く

の企業が作業環境の配慮のポイン トを採光,

換気 机のレイアウ ト,騒 音等においている。

ウ.要 員管理

ソフ トウェア危機の一つの要因 として,要

員確保の困難があげられているが,そ のため

に,現 に在職する要員の資質の向上を図るこ

とが必要であ り,そ のための要員管理体制の

整備が重要な課題である。アンケー ト調査で

は,多 くの企業が何らかの形で教育訓練の体

系的実施,モ ラール向上等,処 遇改善策等を

講 じている。
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海外の話題

日本のVAN市 場に殺到

する米国企業

(有)ザ ・ワー ドショップ

JohnMcWilliams

世界中の どこの国でも,電 気通信事業は政府所

有 または政府の厳しい規制下に置かれた地域独 占

企業体によって運営され,歴 史的に無競争の状態

にあった。

民間企業による自由競争を大原則とする米国で

も,電 気通信事業は長 く政府の規制下に置かれて

きた。しかし1982年1月 の司法省対AT&Tの 独禁

法係争和解に伴 い,AT&Tの 企業分割が行われる

とともに電気通信事業により一層の競争促進策が

導入された。政府による独占事業が行われている

国々でも程度の差はあれ,電 気通信事業を自由化

し,競 争 を導入せよとの気運が高 まりつつある。

英国と日本は国営の独占電話事業 を民営化 し、

それと競争する新 しい民間運営体に免許を与えた。

一方
,ス ペ インやイタ リアなどの国は国営電話会

社 を維持 しながら、民間企業に一部の周辺技術例
ノ

えば自動車電話や小規模のPBXな どの運営 を許

可する方針であると伝えられる。

国営電気通信政策の規制緩和に向か うこの傾向

を助長 した要因は技術の進歩である。電話の会話

の送信が木の電柱 と銅線に頼っている限 り、電話

会社は電気通信サービスに自然的な独占を保持で

きた。 しか しマイクロウェーブ ・タワーや通信衛

星の出現によって、電話会話が別の方法でも送信

できることが明らかにな り,競 争体制の可能1生に

ドアを開いたのである。

電気通信領域での競争の必要性は最近の情報処

理 と電気通信技術の結合に よってさらに強調 され

るようになった。これらの技術の集中は多くの新

しい電子データ通信 システムを誕生させているか

らである。IBMの ジョン ・オペル会長は競争が電

気通信の新たな成長の力とな り,情 報処理と電気

通信の両分野 を結合させて,今 世紀末までには2

兆 ドル規模 の世界市場 を生み出すだろう,と 予言

したと言われる。

こうした電気通信産業の発展は新 しい世界的な

産業構造が生れ出ようとしている時に始 まってい

る。伝統的な産業 と先進技術産業の両方の民間企

業は,新 しい製品 とサー ビスの開発 と販売に国境

を超えて協力するため,二 企業間または時には多

企業間の協定を結びつつある。これ らの合弁事業
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や提携関係の結果 として作 り出された新しい国際

的産業組織は,国 際的な貿易障壁やその他の関連

する問題に対処する積極的な手段を提供 している

ばかりでなく,あ る場合には,こ れまで政府の政

策立案者には出来なかった効果的な解決策をもた

らしつつある。

日本の生まれたばか りの,し か し有望な可能性

を持つ付加価値 ネッ トワーク(VAN)は 前記の傾

向や進展の全てが現われている分野の一つである。

(日本のVANサ ービス市場は1987年 には6,000億

円に達するとの予想もある。)

日本におけるVANサ ービスは1985年4月1日

の新電気通信法の施行によって競争への道が開か

れた。それは情報処理 と電気通信技術の両者を利

用 して各種の高度通信サービスを提供する。そし

て日本での 自分たちの製品に対する市場開拓を目

指 している外国の電気通信およびコンピュータ企

業は独自で,あ るいは 日本側パー トナーを捜 して

合弁事業を結成し,こ のネットワークサービスの

新市場への参入を急いでいる。

VAN市 場参入のために 日本企業 との協定を締

結 した外国(ほ とんどは米国の)企 業はゼネラル

・エレク トリック(GE) ,タ イムネット,ユ ニネッ

ト,GTEテ レネッ ト,AT&T,お よびIBMで ある。

このほか,VAN市 場に参加を考慮している海外

企業にはユニパック,NCR,お よびバロースな

どの,い わゆるBUNGHの メンバーがいる。

◇ 日米の合弁事業 と国際的VANサ ー ビス ー

GE-NEC

ゼ ネ ラ ル ・エ レ ク ト リ ッ ク ・コー ポ レー シ ョ ン

の 一 部 門 で あ るゼ ネ ラ ル ・エ レ ク トリ ッ ク ・イ ン

フ ォー メー シ ョン ・サ ー ビ スは1985年7月31日,

日本 電 気(NEC)と 国 際 的VANサ ー ビ ス の提 供 の

議
φ ←Kx'

司互

い'.… 巨・

澆

ため の 合 弁 事 業 設 立 に 協 力 す る協 定 に 調 印 した 。

この 合 弁 事 業 体 はC&Cイ ン ター ナ シ ョナ ル と呼

ば れ,前 記 両 社 の50%ず つ の 当初 資 本 金 出 資 に よ

っ て,1985年8月26日 に 設 立 され た。 この 新 しい

会 社 は,GEとNEC両 社 の 共 同 事 業 を円 滑 に 運

営 して い くこ と を 目的 と して お り,両 社 に よ っ て

合 同 で経 営 され る 。

C&Cイ ン ター ナ シ ョナ ル 設 立 の 決 定 は1984年

12月 にNECとGEと に よ っ て 設 置 され た 作 業 グ

ル ー プ の フ ィー ジ ビ リテ ィ調 査 の 結 果 に 基づ くも

の で あ る。 この 作 業 グ ルー プ が 出 した 結 論 に 基 づ

き,GEとNECと は 前 者 のMARK-IIIと 後 者 の

C&CVANを 接 続 し,そ れ らを使 っ て 日本 と米 国

間 のVANサ ー ビ ス を提 供 す る こ と を決 定 し た の

で あ る。

GEは1970年 代 中頃 か ら電 通 国 際 情 報 サ ー ビ ス

を通 じて そ のMARK-IIIネ ッ トワ ー ク・サ ー ビ ス を

日本 で提 供 して い る。 電 通 国 際 情 報 はGEと,日

本 最 大 の 広 告 代 理 企 業 で あ る電 通 とに よ っ て 設 立

さ れ た 合 弁 事 業 で あ る 。GEは 両 方の パ ー トナ ー

を通 じて ネ ッ トワー ク ・サ ー ビ ス を提 供 す る計 画

で,い わ ば 「二 重 流 通 業 者 」 の 体 制 を取 る 。NE

Cと 電 通 とは 別 の 端 末 機 器 を使 用 し,異 な った ユ

ー ザ に サ ー ビ ス す るの で
,こ れ が 可 能 な の だ と い

うこ とで あ る。'

NECは1985年10月1日 か らC&CVANユ ー ザ

に サ ー ビ スの 提 供 を開 始 した 。 こ のサ ー ビ スは 当

初,GEのMARK-IIIサ ー ビ ス,例 え ば 国 際 デ ー タ

・フ ァ イ ル 送 信 ,電 子 注 文 の 発 行 と受 理1デ ー タ

・ベ ー ス の 利 用 と電 子 メー ル ・サ ー ビ スな どか ら

構 成 さ れ る 。

NECは そ の ネ ッ トワ ー クに 自社 の ス イ ッチ と

VAN機 器 と を設 置 し,.世 界的 な ネ ッ トワー ク機
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能 をそれに 与えるために,GEと 提携するのだと

発表している。

*注:国 際的なVANサ ービスを実施するため

に国際専用回線を使 うことは,CCITT

(国際電信電話諮問委員会)の勧告で禁止

されてお り,し かも比較的経費が高い。

しかしインテルサ ットは最近,国 際的デ

ー タ通信 とVANサ ービスのためにVA

Nサ ービス運営体に衛星回線を提供する

方法を研究中であると発表した。これらの

インテルサッ ト回線は1986年 には利用可

能で,リ ースも比較的安いことが期待さ

れている。

これ と併せ,政 府レベルで国際的な制度

問題の検討も進め られている。

タイムネッ トー 日立

日立製作所は米国の高度通信サービス運営体の ト

ップに立つ タイムネットと提携 して、国際的VA

Nサ ービスを開始する計面であることを発表 して

いる。

日立製作所の子会社で,VANサ ー ビス提供 を

行っている日立情報ネットワー クは,タ イムネッ

トの 日本代理店である国際タイムシェア との間で,

ネットワークを相互接続 し,日 立が国際的なVA

Nサ ービスを開始する道 を開 くことに合意してい

る。

日立はこの国際的VANサ ービスを利用 して,

IBMと 競争する世界コンピュー タ市場でのシェア

を拡大 しようとしてお り,サ ービスが開始されれ

ば,日 立のコンピュー タやその他のオフィス機器

を購入した同サー ビスのユーザには有利になるだ

ろうとみている。

タイムネッ トはまた 日本で別の合弁会社を設立
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している。それは1984年12月 にタイムネ ットと日

本の巨大商社の一つである丸紅 との間に設立 され

たネッ トワー ク ・サー ビスである。同社の資本金

は8億 円で,現 在は近い将来に開始する・VANサ

ービスのために必要な基礎作業を進めている。

国際 タイムシェアは米国のマ クドネル ・ダグラ

ス ・コーポレー ションと丸紅とが所有する合弁会

社である。 タイムネットはマ クドネル ・ダグラろ

の子会社で,タ イムネットのネットワー クは国際

タイムシェアのネットワー クと相互に接続されて

いる。

GTEテ レネッ トーインテ ック

米国の主要な高度通信サービス業者であるGT

Eテ レネットは、 日本の情報処理大手のインテッ

ク及び住友商事 と1985年11月1日 付で合弁会社 を

設立 した。三社は国際電子 メールサー ビスに乗 り

出し,来 春か ら国内及び米国など10ヵ 国の間でサ

ー ビスを提供する。

ユニネットー兼松江商

米国のユニネッ トは1985年7月,日 本の貿易商

社の兼松江南と提携,日 本での国際VANサ ービ

ス市場に参入する計画であると発表した。両社は

提携に基づ くデー タベース事業 を来年1月 から本

格的にスター トす る。

◇AT&Tと18M:巨 人の戦い1

日本のVANサ ー ビス市場へ参加している最 も

有名な米国の企業はAT&TとIBMの 両社である。

これら二社が 日本市場 という同 じ土俵の上で展開

しようとしている戦いは,米 国でAT&Tが 分割

され,そ の後に両社が相互の領域へ進入を開始 し

たことで始まった激しい対立の延長である。

このAT&TとIBMの 争いは 「巨人の戦い」と

報道されているが,ま ず初戦ではIBMがMCIや そ



の 他 の電 気通 信 関 連 企 業 の 買収 の 成 功 に よ って リー

ドした,と い うのが 専 門 家 の 見方 であ る。AT&T

は オ リベ ッテ ィの株 式25%を 取得 し,一 方 で は 自社

で開 発 した オペ レー テ ィン グ ・シス テム のUNIXが

各 方 面 で 好 評 を得 て い る。VANサ ー ビ ス の よ うな

ネ ッ トワー ク化 デ ー タ通 信 はAT&Tが 強 い領 域 で

あ る。 これが 恐 ら くAT&Tが 日本 でIBMを 押 え て

大 規 模 な 国 際 的VANサ ー ビ ス 会 社 を設 立 で きた

理 由 で あ ろ う。

AT&T－ 日本 イ ー エ ヌ エ ス

AT&Tは1985年7月 始 め,日 本 のデ ー タ通 信

企 業 で あ る 日本 イー エ ヌ エ ス と協 力 して,高 度 の

国 際 的VANサ ー ビ ス事 業 を 日本 で 開 始 す る計 画

で あ る こ とを正 式 に 表 明 した 。

AT&Tは1981年 頃 か らす で に こ の計 画 を考 え

て お り,当 時 日本 興 業 銀 行 専 務 で あ り,現 在 日本

イー エ ヌ エ ス社 長 で あ る広 田 一 氏 にAT&Tの

代 表 者 が ア プ ロー チ し て き て い た と い う。

日本 イー エ ヌエ ス は1984年11月12日 に 設 立 され

た が,そ の 目的 はAT&TのAIS・NET1000高 度 ネ

ッ トワー ク・サ ー ビ ス ・シ ス テム を,当 時 予 想 され

て い た 日本 に お け るVANサ ー ビ ス市 場 に 導 入す

る フ ィー ジ ビ リテ ィ を調 査 す る こ とに あ った 。 同

社 はAT&Tと16の 日本 の 大 企 業(日 本 興 業 銀 行,

三 井 物 産,ソ ニ ー,日 産 自動 車,国 際電 電 な ど を

含 む)の 合 弁 企 業 とし て 設 立 され た もの で あ る。

ま た,日 本 の 主 要 な メー カー,富 士 通 と 日立 は 資

本 参 加 す る こ と を決 め,技 術 的 な支 援 を行 な う こ

とに な っ て い る 。

日本 イ ー エ ヌ エ ス は す で に郵 政 省 か らVANサ

ー ビ ス運 営 体 と して 営 業 認 可 を得 て お り,現 在 そ

の 国 内 シス テム の テ ス トを行 な って い る 。 この テ

ス トは1985年 末 頃 に 東 京,大 阪,名 古 屋 を結 ぶ パ
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ケッ ト交換ネ ットワー クを経由して,デ ータ通信

サービスを開始す る予定である。米国のAT&Tの

NET1000と の接続テス トはすでに完了してお}),

日本 と米国間の国際サービスはAT&Tが 連邦通

信委員会(FCC)そ の他の関係機関の承認を受け

しだい,開 始できる準備が整っているとい っ。こ

の承認が得られれば,NET1000の ノー ド局が1986

年前半にも日本に設置され,VANの 全体規模のサ

ービスは1986年 秋に国内および国際的に開始され

るだろっ。

なぜAT&Tが 日本のVAN市 場に参入を決定 し

たのか,と いう質問に対し,AT&Tイ ンターナシ

ョナル(日 本)の ロナル ド・W・ アンダーウッドゼ

ネラルマネジャー(オ フィスオー トメーシ ョン ・

新規事業担当)は 次のように答えている。「VANは

企業や顧客,国 々 を結び付けるノリのようなもの

であ り,事 業の展開や製品の配置をするアーキテ

クチャだ。」「もし電話事業だけをやるのなら,秋

葉原に行って電話器を買って くればいい。しか し

アーキテクチャで仕事 をしようと思えば,つ まり

製品を配置していくコンテクス トでやろっといっ

なら,VANを 始めなければ。それが今AT&Tが や

っていることだ。我々はコンテクス トを持 たなけ

ればならず,VANは その達成を助けて くれる。」

彼は,長 期的に見てAT&Tの 日本VAN市 場へ

の参入は,そ の製品の市場へのア クセスを獲得す

る手段 と考えている。AT&Tが 提供するVANサ

ービスに好意を持 って くれる顧客はVANと とも

に使用するその他の製品,プ ロ トコルやUNIX・OS

なども求めて くる可能性があるか らである。

彼によると,日 本のVAN市 場での成功のカギ

は大企業の顧客を獲得して,そ れ を維持すること

であり,彼 は顧客の数は個々の顧客の経営規模に
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比べると,そ れほど重要ではない という。新 日本

製鉄のような大企業は非常に大きなポテンシャル

を持っている。 というのは,大 企業は多数の協力

企業群(例 えば,納 入業者,小 売店舗等)を 持

一・てお り、これらの関連企業の全てがVANに 接

続 されるか らだ。

日本イーエヌエスの現在の日本側株主16社 は皆,

非常な大企業であ り,そ れらは同時に日本イーエ

ヌエスの提供するVANサ ービスの顧客になる。従

って日本イーエヌエスの成功は約束されたような

ものである。

しかし,同 社 としてはまず 日本のVANサ ー ビ

ス提供の基礎構造を確立することを重点方針 とし,

急いで利益を求めることはしないとい う。アンダ

ーウッ ド氏 もこの点には賛意を示し,AT&Tも 日

本市場 を 「長い焦点」で見ており,市 場の現実に

合わせることを含めて,市 場参入戦略を開発する

理解 と意志 とを持 っていることを指摘 した。

この長期的な市場参入戦略およびすでに確保 さ

れている顧客基盤に加えて,AT&Tは そのネッ

トワー ク編成の能力,VAN以 下のレベル(音 声

とデー タを統合す るLANお よびデジタルPBX)

でのアーキテクチャとネットワー ク能力によって,

この市場での競合企業に対する卓越が立証されて

おり,従 ってAT&Tと 日本イーエヌエスのチー

ムは 日本のVAN市 場で成功する自信を深 くして

いるようである。

しか しIBMも この市場 では独 自の展望 を持ち,

その基盤 を確立するために全力を注いでいる。こ

の執筆の時点で,IBMは それ独 自のVANサ ービス

を開始すること,三 菱商事およびコスモ ・エイテ

ィと組んで合弁のVANサ ー ビス会社 を設立する

こと,お よびNTTと 提携 して第三のVANサ ー
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ビ ス ・シ ス テ ム の 細 部 計 画 を立 案 中 で あ る こ と を

発表 して い る 。

IBM－ 三 菱 ・コス モ エ イ テ ィ

IBMの 子 会 社 で あ る 日本IBMは1985年 末 に独 自

のVANサ ー ビ ス の 営 業 を開 始す る計 画 を発 表 して

い る。 こ の サ ー ビ ス で はIBMの 大 規 模VANで あ

る 「イ ン フ ォー メー シ ョ ン ・ネ ッ トワ ー ク」(IN)

の 地 域 化 バ ー ジ ョ ンの 「ネ ッ トワー ク ・マ ネー ジ

メ ン ト ・サ ー ビ ス(NMS)シ ス テ ム」 を全 国規 模

に 拡 大 し て使 用 す る。B本IBMは ま たNMSシ ス

テ ム を使 って,三 菱 商 事,お よび コス モ エ イ テ ィ

(ソ フ トウ ェ ア 会 社)とVANサ ー ビス を提 供 す る

予 定 で あ る。 日本IBMと 三 菱 ・コ ス モ エ イ テ ィ の

グル ー プ は 実 際 の サ ー ビ ス提 供 の た め に合 弁 会 社 、

㈱ エ イエ ス テ ィ を設 立 して い る。

IBM-NTT

IBMの 日本VAN市 場 で の 権 益 獲 得 を 目指 す 最

も新 しい動 きは1985年9月25日 に 発 表 さ れ た 日本

電 信 電 話(NTT)と の協 定 で あ る。 日本IBMはNT

Tと の合 弁事 業 に よ って,高 度 通 信 そ の他 の 遠 隔

処 理 サ ー ビ ス提 供 の ため にVANを 設 立 す る こ と

に合 意 し て い る 。NTTは 新 会 社 の社 長 を 出 し,

IBMは 副 社 長 を 出す とい わ れ て い る 。新VAN提

供 会 社 はNTTとIBMの 均 等 出 資 で あ る 。 計 画 に

よ る とIBMのINシ ス テ ム がNTTのVANに リン

ク され,日 本IBMはNTTが 保 有 す る通 信 網 を利

用 して,ソ フ トウ ェア とハ ー ドウ ェア 資 源 を提 供

す る こ とに な っ て い る。NTTは ま た周 辺 デ ー タ通

信 の ノ ウハ ウ を提 供 し,ユ ー ザ ・ソ フ トウ ェ ア の

開 発 を担 当 す る。

1985年 始 め に 日本IBMとNTTに よっ て 実 施 さ

れ た合 同調 査 で はIBMの シ ス テ ム ・ネ ッ トワ ー ク

・ア ー キ テ クチ ャ(SNA)プ ロ トコル をNTTの 電
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電コンピュータ ・ネットワーク ・アーキテクチャ

(DCNA)と 結合 させることは可能であると伝えら

れている。いままではこのようなアーキテ クチャ

の相違が両社のネッ トワーク結合 を妨げ,NTT

は日本のユーザにVANタ イプのサービスにとも

なうIBM機 器の提供ができなかったのである。

この協定はIBMに 日本のネットワー ク ・データ

通信市場での存在を拡大する利益をもたらし,そ

れはまた関連す るコンピュータおよび端末機器の

売上げを伸ばす もの と期待 される。

「IBMの 重要な関心は相互接続の可能性にある」

とAT&Tの アンダーウッド氏は指摘する。 日本の

会社で使用されている全てのIBM機 器はいずれ相

互接続 されるだろうが,IBMが それをや らなけれ

ば,そ の設備の基盤は侵食されてしまう。そのため,

IBMは 日本でのVAN市 場の地盤獲得に懸命にな

っているのであり,同 時に3つ もの別個のVAN

サービス事業をスター トさせる結果となったので

ある。

しか しこの種の熱病は結局はIBMに とっても不

利益になるか もしれない。それは 日本の電気通信

機器メーカーや電気通信関連の労働組合から,IB

M-NTTの 合弁事業計画 に広 く反対の声が上がっ

ているか らである。彼等が心配 しているのはこれ

ら二つの巨大企業の提携か ら生まれる電気通信サ

ー ビス事業体はあまりに強力であって,日 本のこ

の市場に新たに導入がはかられている競争原理 を

阻害する,と いう点である。

NTTの 真藤恒社長はこの反対の声に対 して,

NTTはIBMの 情報処理能力をNTTの 通信能力

と結び,「将来における国内および国際的な事業の

展開と開発」に備えるのだ と説明している。もし

この合弁事業の成長 レベルがFTC(連 邦貿易委

員会)に 懸念を与える程度 になれば,NTTと 日

本IBMは 事業は成功 したと考えるだろっ。

◇誰にで も参入の余地が

IBM-NTTの 合弁事業計画はAT&TのB本 市場

での事業展開計画にどのような影響 を与 えるだろ

うか。

どの企業が最初に全体的な事業を実施 し,ど こ

が顧客に最初にサー ビスする能力を持つか という

ことが問題であるとアンダーウッ ド氏は言 うが,

近い将来にIBMと 「「大戦争」があるとは考えてい

ない。

しか し日本は確実に進行中の 「巨人の戦い」の

戦場になろ うとしていることは彼も認めている。

それは 日本の顧客の規模が大 きく,経 済が健全で

あ り,日 本で競争す る企業は高品質の製品とサー

ビスを非常に競争的な価格で提供することを迫 ら

れるか らである。日本のVAN市 場は巨大なものに

な りつつあり,誰 にでも参入の余地はあるようで

ある。「日本で成功す る会社はどこででも成功でき

るでしょうね。」(ア ンダーウッ ド氏)
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会 員 サ ロ ン

デ ー タセキ ュ

株式会社 データセキュリティ

常務取締役 荻 野 浩

「名は体 を表わす」とは,昔 から言い旧された言

葉だが,企 業の社名の場合は,体 ならぬ企業の業

務内容や取扱商品を,表 現するものであろう。そ

ういう観点か らすれば,当 社の名前は,正 に業務

内容 ズバ リの社名であり,く だくだしい説明は不

要の筈である。

この普通名詞を社名という固有名詞にした当社

の トップによるネー ミングは、セールスの直接の
も

相 手 方 に 当 社 の 仕 事 の 内 容 を,判 っ て い た だ く と

い う点 で 大 変 効 果 が あ る。

しか し誰 に で も判 るか とい う と そ うは い か な い 。

当社 の営 業 マ ン が 取 引先 企 業 へ 電 話 を す る と,ま

ず 出 て 来 ら れ る 女 性 の 方 は 「す み ませ ん 。 何 とお

っ し ゃ い ま した か 」 と言 わ れ るの が 通 常 で あ り,

こ ち ら の 社 名 を ス ン ナ リ判 っ て取 次 い で い た だ け

る ケー ス は 殆 ん どな い 。 一 度 で取 次 が れ た場 合 で

も 「デ ー タ何 ん とか さん か ら電 話 です 」 とい う声

が 聞 こ え るの は い い 方 で,「課 長,デ ー タ関 口 さ ん

か ら電 話 で す 」,「デ ー タ石 油 さ ん か ら電 話 です 」

とい う こ と も間 々 あ る。 女性 ば か りで な く,知 命

を こ え た 私 の 同 級 生 で も,私 の 名刺 を見 て 「あ あ デ

ー タセ キ ュ リテ ィね 。 ソ フ トの 会 社 だ ろ う」 と し

た り顔 に 言 わ れ た こ と も あ っ た。

こ うい う一・一般 的 状 況 の 中 で あ るが,JIPDECの

会 員 の 皆 さ ま に セ キ ュ リテ ィを 説 明 す る こ とは,

釈 迦 に 説 法 で あ る と重 々承 知 の上 で,若 干 の 紙 数

を費やすことをお許 しいただきたい。

大上段にふ りかぶって云えば,高 度情報社会に

はバルネラビリティが内在し,そ れが露呈すると,

小さな現象か らでも大きな影響 をもたらすことは

いうまでもない。この場合,情 報社会が発達すれ

ばする程影響の範囲は広がり,深 刻な事態を招来

することは,過 去の幾つかの事例が物語 っている。

したが ってこういう事態に対処するセキュリティ

を,い かに して確保するかは,社 会や企業に とっ

て最枢要の問題である。セキュ リティを保つため

の方法は幾つかあろう。 しかしどれ をとって も絶

対に リスクを回避しうるとの保障はな く,数 種の

対策 を組み合わせて,リ スクを最少限に食い止め

るべ く措置 を講じているのが,一 般的な対応であ

ろう。その対策の一部 を担うのがデータセキュリ

ティであり,具 体的には当社の業務であるバ ック

アップのためのデー タのオフサイ トス トレージで

ある。

しか し,セ キュリティについての認識は,ま だ

充分であるとはいえない。セキュリティ費用の負

担はムダなものという考えや,何 か事故があって

はじめてセキュ リテ ィが話題になリ,そ の対策が

論ん じられていることも現実である。NTTの 林紘

一郎氏は,高 著 「インフォー ミュニケーションの

時代」の中で,情 報社会における冗長性(リ ダン

ダンシー)に ついて述べ られている。(同書222ぺ
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一 ジ以 下)即 ち林 氏 は 「従 来 よ け い な も の
,な い

方 が よ い と い う リダ ン ダ ン シー の概 念 は,情 報 化

社 会 で は 価 値 観 が違 っ て くる は ず で あ る。 従 来 の

経 済 性 ・効 率 性 一 本 や りの 追 求 とは,若 干 様 相 を

異 に して くる は ず だ か ら で あ る 」 と され,更 に 同

姓 の 「林 雄 二 郎 氏 の い わ れ る『情 報 化 社 会 とは 社 会

か ら無 駄 を排 除 す る こ とで は な く、 無 駄 を有 効 に

ビ ル トイ ンす る こ とで あ る 。』と主 張 して い る の は

卓 見 とい うべ きで あ ろ う」 と述 べ られ て い る 。 い

さ さか 我 田 引水 な が ら,セ キ ュ リテ ィ を確 保 す る

た め に は,こ の リダ ン ダ ン シー は 不 可 欠 の要 素 で

は な か ろ うか 。

で は セ キ ュ リテ ィ を業 とす る 当社 では,ど うい

う点 に 留 意 して い るか につ い て 話 を進 め た い 。

まず ハ ー ド,ソ フ ト,そ して 人間 の 統 合 性 を図

る こ とで あ る 。 セ キ ュ リテ ィ を保 持 す る た め に 必

要 な 項 目に は,堅 牢 且 つ 万 全 の 警 備 装 置 を備 え

た建 物 と い うハ ー ド,デ ー タ保 管 に 関 す る シ ス テ

ム で あ る ソ フ ト,そ れ ら を コ ン トロー ル す る 人間

が 挙 げ られ る 。 この 何 れ か の バ ラ ン ス を失 って は

セ キ ュ リテ ィ を確 保 しに くい 。 特 に セ キ ュ リテ ィ

に携 わ る 人 間 が 最 大 の 命 題 で あ り,又 そ こに 統 合

性 の ポ イ ン トが あ る と考 え て 業 務 を運 営 して い る 。

第2に トー タル シ ス テ ム と して の レ コー ドマ ネ

ー ジ メ ン トを進 め て い こ う とい うこ とで あ る。 レ

コー ドマ ネ ー ジ メ ン トは,従 来 と もす れ ば ハ ー ド

コ ピー を対 象 に し て推 進 され て きた 。しか しOAが

進 ん だ 今 日で は,紙 ベ ー ス のみ を対 象 に した レ コ

ー ドマ ネー ジ メ ン トは 意 味 が な い 。 磁 気 記 録 媒 体

そ の 他 す べ て の 媒 体 を 包含 した レ コー ドマ ネー ジ

メ ン トで あ るべ きで あ ろ う。 そ こに は 当 然 の こ と

な が ら,リ ス クマ ネー ジ メ ン トの 観 点 か らの 対 策

を 含 み,更 に オ フ ィ ス コ ス ト と い う コ ス トパ フ

ォー マ ン ス上 の 問 題 も解 決 され な くて は な らな い。

そ れ らす べ て を トー タル シ ス テ ム と して 捉 らえ る

必 要 が あ ろ う。 換 言す るな らば,幅 広 く情 報 処 理

を取 扱 っ て い こ う とい うこ とで あ る。 又,デ ー タ

セ キ ュ リテ ィの 面 で の オ フサ イ トス トレ ー ジに 加

え て,デ ー タ伝 送 を駆 使 した リモ ー トス トレー ジ

へ の 展 開 を 目指 して い る。 こ の 推 進 に は,我 々 が

も っ と研 讃 と努 力 を積 まね ば な らぬ し,各 企 業 に

お か れ て も,組 織 改 革 を含 ん だ トッ プ ス ター と し

て 考 え られ る こ と を期 待 し て い る次 第 で あ る。

しか しな が ら現 実 に は,デ ー タセ キ ュ リテ ィの

周 辺 に は まだ 未解 決 の テー マ が 甚 だ 多い 。 即 ち リ

ス ク分 析 の 手 法,セ キ ュ リテ ィ費 用 の あ り方,情

報 保 険,行 政 上 の 所 管 そ の 他 ま だ他 に もあ ろ う。

セ キ ュ リテ ィの 確 保 と将 来 へ の 課 題 を実 現 して い

く前 段 で,こ れ ら の テ ー マ をJIPDECの 諸 活動 を

通 して,逐 次 解 決 して 下 さ る こ と を期 待 して や ま

な い 。
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デ ー タ ・バ ン ク

システム監査の現状と課題

公認会計士から見たシステム監査一

公認会計士

羽 賀 啓 晃

公認会

シ ス テ ム監 査 の 対 象 は,電 子計 算機 を中 核 と し

た情 報 シ ス テ ム で あ る(シ ス テ ム 監 査 基 準)。

日本 公 認 会 計 士 協 会 で は,同 様 の 監 査 対 象 につ

い て の 監 査 をEDPシ ステ ム 監 査 又 はEDP監 査 と

よん で き た 。例 え ば,同 協 会電 子 計 算 機 会 計 委 員 会

の 「EDP監 査 の 技 術 」で は,「 企 業 及び そ の他 の 組

織 体 に お い て,デ ー タ処 理 の 一 部 又 は 全 部 がED

Pシ ステム に よ って い る場 合,こ れ を対 象 と して 監

査 す る こ と をEDP監 査 とい う、.監査 目的 を達 成 す

るた め に,コ ン ピ ュー タ を利 用 す る こ と もあれ ば

利 用 し な い こ と もあ る,」 と定 義 して い る 。

商 法 監 査 又は 証 券 取 引 法 監 査 と して 行 わ れ る 公

認 会 計 士 の監 査 は,企 業経 営 に 対 して 外 部 独 立 の

監 査 と して,企 業の 利害 関 係 者 の た め に 行 わ れ る,

そ こ で は,監 査対 象 の 会 計 シ ス テ ム が 電 子 計算

機 を利 用 した シ ス テ ム とな っ て い る か ぎ り,公 認

会 計 士 はEDP監 査 を実 施 す る こ と とな る、,

公 認 会 計 士 の 監 査 手 続 の適 用 は 試 査 に よ り,試

査 の 範 囲 は,企 業の 内 部 統 制 組 織 の 信 頼 性 の 程 度

を勘 案 して,合 理 的 に こ れ を決 定 す る(監 査実 施

準 則)。

した が っ て,会 計 シ ステ ム に 関 係 す るEDPシ

ステ ム の 内 部統 制 の 整備 とそ の 運 用 に つ い て は,

公 認 会 計i濫 査 の 重 要 な調 査 と評 価 の 対 象 とな る。

こ の 際,内 部監 査 と して の シ ス テ ム 監 査 は,当 然

内部 統 制 の 重 要 な 一 環 と して 検 討 さ れ る 。

EDPシ ステ ム の 内部 統 制 に つ い て は,質 問 書 法

な どに よ る予 備 調 査 に よ って,暫 定 的 又 は1鎌 止的

断 面 に つ い て の 情 報が 得 られ るが,監 査 対 象期 間
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を通 じて,動 態 的 に シ ステ ム の 企 画,開 発,運 用

に 及ぶ 内 部 統 制 が 有効 に 機 能 して い る とい う遵 守

性 を確 か め る こ とが 必 要 とな る .こ の 手続 が 、 遵

守 性 の 試 査 で あ る 、

また,当 該EDPシ ステ ム の 影 響 一ドに な い 確 証 的

証拠 に よ る検 討 評 価 が 行 わ れ る、、 これ を実 証 性 の

、試 査 とい う .

確 証 的 証 拠 は,現 金、 有 価 証 券,有 形 固 定 資 産

契 約 証 書 な ど の実 査,棚 卸 資産 の 実 地 棚 卸 の 立会,

売 掛 金 ・買掛 金 ・銀 行 取 引 残 高 な どの 相 手 方に 対

す る確 認,監 査 ア ロ グラム に よ る 監 査 人 の 手に よ

る資 料収 集 と分 析 な どに よ っ て 得 られ る 、

確 証 的 証 拠 に よ っ て,会 計 記録 に 示 され た 資 産

・負債 の 実 在 性 と網 羅 性 ,そ の 計 －L額の 妥 当性 に

つ い ての 実 証 性 が テ ス トされ る と と もに 、 関 係 取

引 が 内 部統 制 に 従 っ て い る こ との遵 守性 が テ ス ト

さ れ る に二重 目的 試 査)。

公 認 会 計 七の 監 査 を全 体 と して 見れ ば,収 益 ・

費 用 及 び 資 産 ・負 債 ・資 本 の 認 識 ・計 ヒ額 の 妥 当

性 を確 か め る ため,EDPシ ステム を直接 監 査 対 象 と

す る こ と もあ れ ば,直 接 的 に はEDPシ ステ ム とは

別 の 領 域 に つ い て も監 査 手続 を行 う こ と とな る。

現 在 、 シ ス テ ム 監 査 は普 及 期 に 入 り,各 企 業 で

活 発 な 動 きが み られ るが,シ ステ ム に 対 す る 内部

監 査 及 び 公 認 会 計 上 監 査 を め ぐる状 況 と問 題 点 と

して,次 の よ うな こ とが 一 般 に あ げ られ よ う。

(1)シ ステ ム 監 査 実 施 の 業種 別 偏 り

内 部 シ ス テム 監 査 の 実 施 状 況 に は 業種 別 の 偏 り

が 大 き く,実 施 率 の 高 い銀 行 ・保 険 業 とそ の 他 一

般 の 業種 の 実 施 率 との 問 に は,従 来 か らか な り懸

データ ーパンク

隔 が あ った.

こ の 業種 別 偏 りは,外 部 監 査 と して の 公 認 会計

1:のEDP監 査 に も相 当 の 影 響 を 与 えて い る とみ ら

れ る.

シ ス テ ム 監 査 の 普 及 と と もに 全 業種 で の シ ステ

ム に 対 す る 監 査が 一 般 的 に 行 わ れ る よ うに な る こ

とカご期 待 され る 。

(2)企 業 規模 に よ る シ ステ ム 監 査実 施 の 偏 り

同 様に,内 部 監 査 と して の シ ステ ム 監 査 の実 施

及 び その 公 認 会 計{:監 査へ の 影 響 に は,企 業 規模

又 は シス テ ム の 規 模 に よ る 相 違 が 認め られ る,

本 来 的 に は 、EDPシ ステ ム の 規 模 の × 小 を問 わ

ず,シ ステ ム の 監 査 は 必 要 と考 え られ るが 、 そ れ

ほ どの 規模 に 至 ら な い場 合 に は,内 部 シ ス テ ム 監

査 もあ ま り必 要 と され ず,公 認 会 計士 監 査 に あ っ

て も,他 の 内 部 統 制 制 度 又 は 伝 統 的 な 監 査 手 続 を

もっ て カバ ー し得 る もの と考 え られ て い る こ とが

多い 。

(3)シ ステ ム 監査 部 門 の独 立性 の 保 持

内部 監 査 で あ っ て も、 シ ステ ム 監査 人は,被 監

査部 門か ら独 立 して い る こ とが 原 則 で あ る 。

しか し,現 実 に は,EDP部 門 に 属 す る 者 が シ ス

テ ム 監 査 を行 っ て い る こ と も 多い 。

と くに,シ ステ ム監 査 が 進 ん で い る銀 行 業 で は

検 査 部 又 は シ ステ ム 監 査部(室)が 多 く担 当 して

い る と と もに,一 方 で,EDP部 門 の 内 部 の 者 が シ

ステ ム 監 査 を実 施 して い る 例 が 相 当 み られ る。

こ れ は,シ ステ ム 監 査 に要 求 され る 専 門 的 技 術

性 に よ る もの とみ られ るが,シ ス テ ム監 .査が 独 立

性 を保 持 した 監 査 とな るか,専 門 的 技 術性 に 重 点

を置 い た 品 質 管 理 的 な 自 己検 査 の 機 能 も必 要 と さ

れ るの か は,な お,実 情 の 推 移 を見 守 る必 要 が あ

ろ つ 、
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(4)シ ステ ム 監 査 要 員 と監 査 業 務 の 規 模

シ ス テ ム を監 査す る要 員 の不 足 に つ い て は,し

ば しば指 摘 され て き て い る とお りで あ る 。

内部 シ ステ ム 監査 人 の 人 員規 模 につ い て は,業

種,経 営 規模 を問 わ ず,2～3名 又 は5～6名 程

度 が 一 般 的 に 見 か け られ る とこ ろで あ っ て,こ の

人 員 が,1年 に 数 日な い し10日 間 程 度 の 監 査 を行

っ て い るf列が 多 い。

そ の 監 査 の 内容 も,企 画,開 発,運 用 及 び 安 全

対 策 の 各 業 務 の うち,さ ら に個 別 的 な業 務 を部 分

的 に と りあ げ て監 査 して い る もの が 多い 。

シ ス テ ム 監 査 基 準 に よ る シ ス テム 監 査 が 企 業 に

定 着 し,統 合 的 に体 系 化 さ れ た 見 地 か ら シ ス テ ム

監 査 の 管理 と手 続 が 行 われ る こ とが 期 待 され る 。

(5)監 査 可 能 性(監 査 性)の 整 備

コ ン ピュ ー タ 利 用 形 態 が 高 度 化 して くる につ れ,

そ の処 理 内 容 は,相 互 に 有 機 的 な連 絡 を持 ちつ つ,

技 術 的 に 複 雑 化 して くる。 監 査 の 面 か らは,そ の

ま まで は 監 査 証 拠 の 合 理 的 な 入 手 が 困 難 と な り,

断 片 的 証 拠 又 は重 複 的 証 拠 が 多 くな る。

シ ス テ ム 全 体 か ら見 て,必 要 十 分 な証 拠 を合 理

的 に 入手 す る ため の体 系 的 監 査 手 続 を実 施 す る こ

とが 必 要 で あ ろ う,そ の ため の 監 査 受 入体 制 と し

て,監 査 可 能 性 の 高 い シ ス テ ム が 求 め られ る。 こ

れ に は,コ ン ピ ュー タ技 術 を利 用 し て,シ ス テム

自体 が,プ ロ グ ラ ム,オ ペ レー シ ョン,フ ァ イ ル

を通 ず る合 理 的 な監 査 証 拠 を提 供 す る よ うに な っ

て い る こ とが 望 ま れ る。

(6)シ ス テ ム 監 査 の た め に コ ン ピ ュー タ を利 用 す

る余 裕

シ ス テ ム を対 象 と して コ ン ピ ュー タ を利 用 した

監 査 を実施 す る た め の 時 間 的余 裕 が 得 られ 難 い こ

とも よ く指 摘 され る と こ ろ で あ る。
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これ は,監 査 可 能 性 の 整 備 と も関 連 す るが,効

率 的 な コ ン ピ ュー タ利 用 監 査 技 法 の 発 達 が 待 た れ

る とこ ろ で あ る。

(7)シ ス テ ム 監 査 の コ ス ト

こ れ も,内 部 監 査,外 部 監 査 を通 じて 問 題 と さ

れ る と こ ろ で あ る 。 上 記 と同様 の 解 決 が 期 待 され

る 。

(1)活 動分野

公認会計 士:法第43条2項 には,公 認会計L協 会

の目的の一つ として,公 認会計士の監査証明業務

の改善進歩を図るため,会 員の指導,連 絡及び藍、

督に関する業務 を行 うことをあげている。

協会には,各 種の委員会が置かれ,協 会の業務

目的達成のために会長か らの諮問を受けて活動 し

ている。

電子計算機会計委員会は,会 長から,「コンピュ

ー タの急速な普及に対応 して,会 員の業務に資す

るため,当 協会はいかなる具体的措置 を講ずべ き

か検討されたい。」との諮問 を継続して受けている。

その主要な審議テーマは,こ の数年間について,

次のような諸分野に及んでいる。

①EDPシ ステムの内部統制

②EDP監 査の手続及び技術の研究

③EDP監 査証拠論の研究

④EDP会 計の比較制度論的研究

⑤EDP監 査の実態調査

⑥EDP監 査に関する教育研修

これらの内容のうち,公 表 されているものにつ

いて,若 干の紹介 をしてみたい。

(2)EDPシ ステムの内部統制質問書



① 構成

現行のEDPシ ステムの内部統制質問書は,昭 和

55年12月 に確定 した ものであ り,次 の内容から構

成 されている。

・EDPシ ステムの内部統制質問書利用の手引

。EDPシ ステムの概要

質問の前に予備的理解 を得るため,予 め当該

システムの概要について資料 を求めてお くもの

である。

。内部統制に関する質問の実施状況

この質問書による質問の実施状況を監査調書

として とりまとめてお くものである。

。EDPシ ステムの内部統制についての要改善事項

質問結果によるEDPシ ステムの内部統制上の

問題点 とその改善状況に関するフォローアップ

を監査人が記入するものである。

・EDPシ ステムの内部統制質問書

本質問書であって,全 般統制,業 務処理統制,

安全統制,EDPシ ステム監査(内 部システム監

査)に ついて,網 羅的に質問が配列されている。

。EDP業 務 を外注している場合の内部統制質問書

委託業務について網羅的に質問が行われるよ

うになっている。

② 監査上の位置づけと利用状況

EDPシ ステムの内部統制質問書利用の手引によ

れば,こ の質問書の質問は,「通常の監査手続を構

成する手続」 として実施 されるという公認会計士

監査上の位置づけ を持つ。

大蔵省企業会計審議会の監査実施準則は,公 認

会計士の財務諸表監査手続を直接規定 している。

そこでは,監 査人が通常実施すべ きもの として,

「通常の監査手続」を定め,内 部統制の調査につ

いては,次 のような手続 を示 している。

まず,監 査人が初めて財務諸表監査を行 う会社

について実施する初度監査の予備調査として,内

部統制組織の信頼性の程度 を確めるため,内 部統

制の質問書に回答を求める等,適 当な方法によっ

てその整備の状況 を調査する。次いで,次 年度以

降の連続監査の予備調査において は、重要な事項

についての変更の有無を確かめ,変 更が行われた

ときは,そ の変更の内容及び理由 を調査する。

そこで,EDPシ ステムの内部統制質問書の質問

は,「通常の監査手続」の質問書に回答を求める等

及び変更に関する調査の手続の実施 レベルでの一

部 を構成する。

システム監査基準では,そ の実施基準が,企 画

業務 ・関発業務;運 用業務の流れに沿って規定し

てあるが,EDPシ ステムの内部統制質問書でも,

業務処理統制の質問項 目が,同 様にEDP業 務処理

サイクルに合せて配列 してある。

また,EDPシ ステムの内部統制質問書は,シ ス

テムの内部統制の調査及び評価の後にも,具 体的

なEDP監 査実施のチェックリス トとなるもの とさ

れている。

この質問書は,公 認会計士の監査で一般的に用

いられてお り,ま た,シ ステム監査基準公表前ま

では,内 部システム監査のガイ ドラインとしても

広 く用いられてきている。

質問書による質問の実施以後のEDP監 査の具体

的な手続等については,以 下のような研究成果が発

表されている。 、

(3)EDP監 査の技術(昭 和57年11月)

及びEDP監 査の技術注解(昭 和58年2月)

EDP監 査の技術では,伝 統的監査とEDP監 査,

EDP監 査において考慮すべ き諸点及びEDP監 査の
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技術について一般的な実務 ヒの指針 を示している。

その注解では,監 査証拠 を分類列挙し,プ ログラ

ムの各種監査手法,EDPシ ステムに組み込まれた

監査ソフ トウエアを紹介している。

(4)公 開 草案第!号 銀行業のEDP監 査について

(昭和58年2月)

銀行業で行う具体的なEDP監 査の手続を次の内

容で示 している。

IEDPシ ステムの概況調査と内部統制の質問

の実施

(5)

(昭和58年12月)

監査 人が財務諸表項目の実証性テストをコンピ

ュータを利用して行 う場合に,一 般的に考慮すべ

き諸点を説明し,併 せて主たる勘定科 目にどのよ

うにコンピュー タ利用監査技法を利用するか を紹

介している。

(6)研 究報告第1号EDPシ ステムの監査一業務処

理統制の監査(昭 和60年2月)

監査入が取引記録の監査手続 として行 うEDP監

査手続を示している。

1概 況調査

2EDPシ ステムの内部統制の質問

IIEDPシ ステムの監査目標 と監査手続

1銀 行業のEDPシ ステムの運用

2プ ログラムの検証

3オ ペレー ションの検証

4デ ー タファイルの検証

5プ ログラムファイルの検証

IIIEDP監 査手続実施上の留意事項

1銀 行の責任者 との協議

2EDPシ ステム監査人(内 部システム監査人)

との連絡 と協力

公開草案第2号 コンピュー タ利用監査技法

まず,取 引 記 録 のEDP監 査手 続 の 必 要 性,適 用

業 務 に 対す る内 部 統 制(業 務 処 理 統 制),業 務 処 理

統 制 の 評 価 基 準,業 務 処 理 統 制 の 監 査 手 続,業 務

処 理 統 制 の 監 査 手 続 を実 施 す る に 当 って 考 慮す べ

き諸 点 に つ い て 解 説 して い る 。

つ い で,売 上 業 務 を例 と して,次 の よ う な4つ

の コ ン ピ ュー タ シ ス テ ム 形 態 を あ げ,そ れ ぞ れ に

つ い て,処 理 段 階 ご との コン トロー ル ポ イ ン ト,

管 理 目標,監 査 手 続 及 び そ の 留 意 点 を示 し て い る 。

① バ ッチ 集 中 処 理 シ スァ ム

② バ ッチ 分 散 処 理 シ ス テ ム1

ホ ス ト コン ピ ュー タ と ロー カ ル コ ン ピ ュー タ

間 に 連 動 性 が な い場 合

③ バ ッチ 分 散 処 理 シ ス テ ム2

ロ ー カ ル コ ン ピ ュー タの 情 報 を フ ロ ッピー ア

ィ ス クで ホ ス トコ ン ピ ュー タへ 入 力 す る場 合

④ オ ンラ イ ン シ ステ ム

(7)公 開 草 案 第3号 パ ー ソナ ル コン ピ ュー タのE

DP監 査 へ の 適 用 可 能1生(昭 和58年12月)

パ ー ソナ ル コ ン ピ ュー タ をEDP監 査 に 利 用 す る

方 法 を示 して い る。

(8)公 開 草 案 第4号 パ ー ソナ ル コ ン ピ ュ ー タの 現

状 と問 題 点(昭 和58年12月)

パ ー ソナ ル コ ン ピ ュー タ利 用 に つ い て の 内部 統

制 上 の 問 題 点 を 明 らか に し て い る。

(9)公 開 草 案 第5号EDP会 計 シ ステ ム が 具 備 す べ

き要 件(昭 和60年2月)

EDP会 計 シ ステ ム に お け る資 料 と監 査 証 拠 との

関 係,監 査 資 料 に 必 要 と され る 内 容 と監 査 可 能 性

の 要 件 、 監 査 資 料 と監 査 証 拠 の 関 係 な どに つ い て

理 論 的 に 示 して い る。

(日 本 公 認 会 計 士 協 会 の 公表 資 料 は,機 関 誌「JICP

ANEWS」 に 掲 載 さ れ る。)
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蘂繍 竃継室繕 『謬

ダ

◇賛助会員への要望調査

当協会本部では,今 後の事業内

容等に関して会員の要望を把握す

るために,8月にアンケー ト調査を

実施した。多くの会員の方から貴

重なご意見を頂 くことができ,感

謝するとともに,来 年度事業に可

能な限り反映させる所存である。

以下に調査結果の概略を掲げる。

1.調査概要

1.調査対象 ・方法

当協会賛助会員217社 ヘアンケ

ー ト調査を実施

2.調査期間

昭和60年8月9日 ～30日

3.回収件数(有 効回答)

80件(回 収率37%)

4.回答会員の業種内訳

①ソフ トウェアハウス ・計算セン

ター27

②金融 ・保険12

③ コンピュータメーカ,電 気機器

メーカ8

④商業,通 信,サ ービス8

⑤電力・ガス7

JIPDECだ より

⑥石油 ・化学

⑦官公庁 ・団体等

⑧輸送用機器

⑨運輸 ・倉庫

⑩鉄鋼

⑪繊維

II調査結果(要 旨)

7

5

2

2

1

1

計80

1.会員の期待する当協会(本 部)

の事業分野

48%(47件)

纐±セ…ナ「出tU30%(29件)

2.分 野での要望事業

①情報処理に関する社会的,経 済

的調査26%(48件)

②情報処理に関する法制面の調査

19%(35件)

③ニューメディアシステム(含D

B)を 中心とする動向調査

17%(31件)

④ハー ド,ソ フトの市場及び関連

産業の調査13%(23件)

⑤ ・一 ド,ソ フ トの技術調査

12%(21件)

⑥海外の情報処理の実態調査

10%(19件)

⑦その他3%(5件)

3.研究開発分野での要望事業

①ソフ トウェアの生産1生、品質向

上に関する技術研究35%(40件)

②セキュリティ技術に関する研究

開発28%(32件)

③知識ベースに関する研究開発

19%(22件)

④インターオペラビリティに関す

る研究開発15%(17件)

⑤その他3%(2件)

◇賛助会員研究会の実施状況

前号でお知 らせ した賛助会員研

究会は,好 評のうちにすでに5回

開催している。今後も会員の要望

をふまえて内容の充実化を図り継

続させる予定である。

実施状況は以下のとおりである。

第1回(S60.6.3)

(テーマ)

情報処理相互運用性(イ ンターオ

ペラビリティー)の 確保について

一情報処理促進法について一

(講師)中山 隆夫

第2回(S60.7.29)

(テーマ)

越境データ流通(TDF)の 諸問題
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につ いて

(講師)中 山 隆 夫

第3回(S60.8.26)

(テー マ)

システ ム監査 の現状 と問題 点

(講 師)鳥 居 壮 行

第4回(S60,10.15)

(テ ーマ)

コンピュー タ ・セ キュ リテ ィの リ

スク分 析に つ いて

(講師)鳥 居 壮 行

第5回(S60.12.11)

(テー マ)

デー タベ ー スの現状 と将来 展望

(講 師)鈴 木 茂樹,中 山 隆夫

ド ノ リ ド グ れ 　 ロ へ

・燃i簿
。.、='』 　

◇OA教 育推進担当者養成コース

開講

当石刑多センターは企業のOA化

を促進するため,一 流講師陣によ

る標記講座を開催する。

この講座はコンピュータ利用部

門,OA教 育に関する2年 間にわ

たる調査研究に基づき各企業の具

体的事例を豊富に採り入れ.OA

教育のアプローチの仕方,効 果的

な教育技法等指導上のノウハウを

中心としたカリキュラムとなって

いる。講座概要は次の通りである。

(1)開講日・時間

昭和61年2月3日Ul)

～2月6日 困(4日 間)

午前9時30分 ～12時30分

午後1時30分 ～4時30分

(2場所

世界貿易センタービル7階(東

京 ・浜松町)

情報処理研修センター研修室

(3注 な内容

。OA教 育の現状 と今後の進め方

。OA教 育推進のための啓蒙 ・意

識革新教育

。OA教 育推進のためのシステム

化教育

。OA教 育推進のための問題解決

とシステム活用教育

。OA教 育推進のための利用部門

教育

。代表的な教育技法

。講談の組立てとカリキュラム作

成技法

(4)講師陣(敬称略)

江村潤朗 日本アイゼー・エム㈱
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池上照男 大成建成㈱

財部忠夫 川鉄システム開頭㈱

杉山 章 東京ガス㈱

橋山真人 花王石鹸㈱

(5>参加対象者

。情報システム部門の教育担当ス

タッフの方

。OA推 進部門の教育担当スタッ

フの方

。人事研修部門(ないしは,能力開

発部門)の教育担当スタッフの方 、

(6淀員20名

(7漸修料7万 円

(8澗合せ先

情報処理研修センター教育担当

TELO3(435)6506

なお,上 記講座の他に情報処理

技稀渚,コ ンピュータ部門管理者

向け講座を多数開催しております

ので資料ご希望の方は教務担当宛

お問合せ下さい。

;〉磯 ・1

◇昭和60年度情報処理技術者試験

の実施

情報処理技術者試験は本年10月

20日(日),全国17都道府県,110会場



に おい て実施 され た。

応募 者総数 は,224,186人(49,25

4人 増,対 前年 比28.2%増),受 験者

数139.420人 で あっ た。

これ を試験 区分 別 にみ る と,特

種17,583人 一9,969人(応 募 者数 一

受 験者 数),第1種51,531人 一31,02

3人,第2種155,072人 一98,428人 と

な って いる。

次 に試 験地 別 にみ る と,応 募者

数 の最 も多いの は東京 地 区の123,

091人 で全体 の54、9%を 占め,以 下

大 阪地 区41,347人 で18.4%,名 古

屋15,067人 で6.7%と な り,こ れ ら

の3地 区 で全体 の80%を 占めて い

る。

応募者 の 平均年 齢 は特種32.0才

第1種 は24才 をピー クに して平 均

では26.5才,第2種 は19才 をピー

クに して平均 で は22.7才 とな って

い る。

経験年 数 は特 種 では5～10年 が

38%,10年 以上 が40%,両 者 を合

わせ る と約80%と な り,第1種 で

は1～3年 が26%,3～10年 が45

%,第2種 は経 験 な しが40%を 占

め て い る。

JIPDECだ より

今年 度 か ら受 験 者サ ー ビ スの 一

環 として,願 書提 出 に あた り団体

出願 方 式 を採 用 したが,約130,00

0人,60%が 団体 出願 を行 った。ま

た静 岡,長 野,金 沢 熊本 に新 た

に試験 会場 を設け たが これ ら4地

区 での応 募者数 は13,000人 で あっ

た。

今 回の 試験 の合 格 発表 は第2種

につ いては12月(予 定)に,特 種

お よび第1種 に つ いては61年2月

上 旬(予 定)に それ ぞれ 官報 等 に

お いて行 われ るが 合格者 に は別 途

合格 通知 が送 付 され る。

なお,61年 度 にお いて は第2種

につ いてのみ 春期 に も試験 を行 う

こ とにな って いるが,そ の 日程 等

は次の とお りであ る。

。試験 日 昭和61年4月20日(日)

。試験 地 昭和60年 度 と同 じ

。案 内書 ・願書 の配 布 ,

昭和61年1月6日(月)か ら

情報 処理 技術 者試験 セ ンタ

ー お よび同分 室

。願 書の 受付 期間,方 法

昭 和61年1月10日(針 ～1月

31B(針 郵送 に よる。

「
讃璃

"灘
恒
予
ぷ難

◇法制度問題の本年度テーマはカ

ー ドシステム

当センター'1渓の柱の1つ であ

る情報化に伴う法制度問題のテー

マとして,将 来業際間の情報メデ

ィアとなるであろうカー ドシステ

ムを取上げ調査を開始した。(委員

長矢島保男 早稲田大学)

今後,カ ー ドの持つ機能分析を

行うとともに将来のカー ド利用を

イメージ化し,そ こから運用に係

わる制度や仕組み,関 係する法律

の広がりなどを整理する予定。

◇産業界情報化に関する基礎調査

研究の開始

今後の産業界の情報化の要であ

るオンライン企業間接続における

主要な課題一 ビジネス・プロト

コル及びコー ドの標準化一 につ

いて調査研究を開始した。これら

の課題の解決は,産 業界1吉報化の

重要な鍵であるが,そ れだけに解

決すべき問題点も非常に多い。例

えば,ビ ジネス ・プロトコルやコ

ー ドの望ましい体系とはどのよう
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な ものか,既 に ある体 系 を どの よ

うに 将来 の新体 系に融 合 させ て い

くか 等 であ る。

当セ ン ター で は,こ れ らの問 題

を一 つつづ 分 析 し,解 決 を図 って

行 く予定 で あ る。 今年 度 は,ビ ジ

ネス ・プ ロ トコルの モデ ル化 コ

ー ド理論 の確 立 に取 り組 んで い る
。

ア ドバ イザ リー ・グルー プ とし

て,斉 藤忠 夫氏(東 京大学)を 委

員長 とす る ビジ ネス ・プ ロ トコル

調 査 委員 会及 び浅野正 一 郎氏(東

京 大学)を 委員 長 とす る コー ド調

査 委 員会 を設 置 して いる。

◇ 刊 行物 の お知 らせ

○産 業情 報 化 イ ンデ ッ クスの 創刊

産 業 界にお け る情 報 化の トピ ッ

クスを抽 出 して、 その概 略 と出典

を紹 介す る 「産業 情報 化 イ ンデ ッ

クス」 を創刊 した。

インデ ッ ク スは① 産業 政 策/法

術⑫ ネ ッ トワー ク/共 同 シ ステム

③ ネ ッ トワー クサ ー ビ ス④POS

/カ ー ド⑤ 情報 技術/機 器 ・シス

テムの5つ に 記事 を分 類 し,毎 号

約50件 の トピ ッ クス又 は各種 リポ

ー トの紹 介 をす る。

配布 希望 者 は,産 業 情報化 推進

セ ン ターTELO3-434-8211内

線455ま で

なお,本 年 度 は2ヵ 月毎 に 発行

す る予定

○産業1青報 化 シ ンポ ジウム会議 録

ま とま る

9月2日 ～3日,大 手町 日経 ホ

ー ル で開催 され た産 業 情報化 シン

ポ ジウム の会議 録 が このほ どま と

まった。(204ペ ー ジ)

頒布 希望 者 は上 記連 絡先 まで

編集だより
英語,フ ランス語,ド イツ語,

ロシア語等々……世界で様々な言

語が話 されています。それぞれに

構造が違い,ま たそれぞれ独特の

ニュアンスを持っています。フラ

ンス人がフランス人らしく見え,

ドイツ人が ドイツ人らしく見える

のは言葉のせいかもしれません。

私たちが日常使っている日本語は

たいへん複雑な言語ですが,日 本

人気質の現われでしょうか。

研究者の努力により,機 械翻訳

の技術は大きく進展しました。機

械翻訳システムに対する潜在ニー

ズは極めて高く,翻 訳システムや

周辺ビジネスが産み出す新たな市

場規模は65年度,500億 円,70年度

7,000億円へと現状(推 定100億円)

に比べ,そ れぞれ25倍,70倍 に急

成長することが見込まれています。

超小型の翻訳機をはさんで会話

を楽しむことも遠い夢ではないで

しょう……。

昭和60年11月 発行

」PDECジ ャーナルN・ ・63
⑥1985

財団法人 日本情報処理開発協会
東京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館内

郵便番号105電 話03(434)8211内 線201

※本誌送付宛先の変更等については当協会■査部

ともにご連絡下さい。

(03-434-8211(内)201)ま で 宛 名 ラベル 下 の コー ドNo.と
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最近の報告
【TITLEI

・OA化 の新 しい波 一 アメ・リカの現状 と今後 の展望一

・OAの 社会的影響 に関す る調査研究
・欧州のデー タベース

・オ ンライ ン需要調査

・1985年 版 コンピュータ利用状況調査集計結果

・高密度通信処理における分散情報統合利用システムに

関する研究開発
・コンピュー タシステムのセキュリテ ィに関す る調査研究

・コンピュー タシステムのセキュリティに関す る海外調査研究
・コンピュータシステムのセキュリテ ィ技術の開発

・産業界におけ る情報処理の相互運用性 をめ ぐる課題
・システムハ ウスの実態調査

・'84情 報化国際講演 ・討論会会議録 高度情報化への対応

・情報環境の進展 が及ぼす社会構造への影響 と望 ましい情報

メデ ィアに関する研究
・世 界コンピュー タ年鑑

書 ・刊行物ガイ ド

・ソフ トウエア開発 ・運用の高度化 ・効率化 方法 に関す る調査研究
一開発計画一

・ソ フ トウ ェ ア 開 発 ・運 用 の 高 度 化 ・効 率 化 方 法 に関 す る調 査 研 究

一 開 発 一

・地 域 内 オ ン ラ イ ン ネ ッ トワ ー ク に よ る情 報 流 通 シ ス テ ム に

関 す る調 査 研 究
・デ ー タベ ー スサ ー ビ スの 新 しい 展 開

・'84日 独 情 報 技 術 フ ォー ラ ム

German-JapanForumonInformationTechnology
・ニ ュ ー メ デ ィア に よ る情 報 提 供 の 可 能 性

・ネ ッ トワ ー ク網 領 再 言 一 新 通 信 制 度 をめ ぐ る 新 た な 課 題 一

・パ ー ソナ ル コ ン ピ ュ ー タ利 用 技 術 の 近 未 来

・文 章 情 報 デ ー タ ベ ー ス総 合 利 用 調 査 研 究

・米国 に お け る情 報 処 理 の 高 度 化 の 現 状

・マ イ クロ コ ン ピ ュー タ応 用 シス テ ム の 開 発 技 術

・マ イ クロ コ ン ピ ュ ー タ応 用 シ ス テ ム 開 発 技 術 者 の 育 成

・マ イ クロ コ ン ピ ュ ー タ の ソ フ トウ ェ ア の 基 礎

・マ イ クロ コ ン ピ ュ ー タ の ハ ー ドウ ェ ア の 基 礎

一 初級 マイクロコンピュータ応 用システム開発技術者テキストー

・マ ンマ シ ンユ ー ザ イ ン タ フ ェ ー ス に関 す る 調 査 研 究

.ヨ_ロ ッパ の 情 報 戦 略

・ヨ ー ロ ッパ の ニ ュ ー メ デ ィ アの 動 向

・デ ー タ ベ ー ス 台 帳 総 覧(昭 和59年 度 版)別 冊:索 引

・'84～85コ ン ピ ュ ー タ 白 書

・COMPUTERWHITEPAPER1984～85

・JIPDECジ ャ ー ナ ル(No.58～61)

・JapanComputerQuarterly(N().58--61)

【発行年】【一般価格】 【会員価格】
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財団法人 会

東京都港 区芝 公園3丁 目5番8号 機械振興会館

郵便番号105電 話03(434)8770

UIPO印
日本情報処理開発協

本誌 は 日本自転 車振 興会か ら競輪収益の ・部である機 械1:業 振興

資金の補助 を受 け情 報処理に関す る普及促進補助 事業 の 環 と し

て発行す る ものです。


